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第１章 計画の位置付け等 

１ 背景・目的 

2012 年 12 月に発生した中央自動車道笹子トンネルでの天井板落下事故により、
社会資本の老朽化対策による安全・安心の確保が注目されるようになった。これを受
けて、国は、施設の安全・安心の確保を図るため、2013年 11月に「インフラ長寿命
化基本計画」を策定し、国が保有する施設の老朽化対策を打ち出すとともに、地方自
治体に対してはインフラの長寿命化に向けた行動計画や個別施設ごとの計画の策定
を求めた。さらに、2014年 4月には、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進
するための「公共施設等総合管理計画」を速やかに策定するよう地方自治体に対して
要請した。 
本市の公共施設等についてみると、高度経済成長期における急速な人口増加や行政
需要の増大に合わせて、学校、道路などの整備が集中的に進められた。また、2005年
４月の市町村合併により、市域の拡大とともに、更に多くの公共施設等を保有するこ
ととなった。 
今後、本市においても老朽化した公共施設等が増加するとともに、これらの更新時
期が集中し、それに係る経費が大きな財政負担となることが見込まれる。その一方で、
東海・東南海・南海地震を始めとした大規模自然災害の発生リスクの高まりが懸念さ
れていることや、国の税制改正などに伴い財政状況が厳しくなることが見込まれてい
るため、これらを踏まえて、公共施設等を効率的かつ適切に管理していくことが求め
られている。 
加えて、本市も超高齢社会に突入し、少子高齢化がますます進展する中で、公共施
設等に求められる機能もさらに多様化していくことが想定されるため、管理の効率性
のみではなく、多様化する施設需要への対応も念頭に置きつつ、公共施設等の管理を
推進していくことが重要である。 

こうした中、本市では、2017年 3月に「豊田市公共施設等総合管理計画」（以下、
「本計画」という。）を策定し、中長期的な視点で、公共施設等を総合的かつ計画的に
管理するための基本的な方針を示し、公共施設マネジメントに取り組んできた。 
今回、施設ごとの具体的な管理の取組方針を示した「個別施設計画」の策定や総務
省からの改定要請など、本市を取り巻く状況の変化を踏まえて、本計画の改定を行っ
た。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は、上位計画である「第８次豊田市総合計画・後期実践計画」の重点施策「ま
ちの課題解決力の強化」における「持続可能な地域経営」を具体化するものである。 
また、本計画に基づいて、施設ごとの管理の取組方針を示す「個別施設計画」を策
定した。今後は、公共施設等の将来の状況や需要を見据えた適切なマネジメントを推
進する。 

３ 対象施設 

本計画が対象とする公共施設等は、本市が保有する公共建築物とインフラ施設とする。 

４ 計画期間 

公共施設等の計画的な管理については、施設寿命が長期にわたることや整備した施
設の数量、規模が年代により大きく異なることなどから、中長期的な視点が必要であ
る。また、社会環境の変化に機動的に対応し、計画の実効性を確保していくという視
点も必要なため、本計画では、将来人口の動向等を踏まえ、概ね 35 年先の公共施設
等の状況や更新費等を見通しつつ、計画期間は 2017 年度から 2026 年度までの 10
年間とする。
ただし、人口や施設需要など計画の前提条件が現実と大きくかい離した場合などは、
必要に応じて適宜計画を見直すこととする。

第８次豊田市総合計画

公共施設等総合管理計画

個別施設計画

インフラ施設公共建築物

・・・道路・・・ 河川学校

保有財産

土地、動産、債権

公共建築物

インフラ施設

公共施設等 庁舎、小中学校、

こども園、市営住宅など

道路、橋りょう、

河川、上下水道など

図表１－１ 計画の位置付け

図表１－２ 対象施設
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第２章 本市の現状 

１ 人口及び財政状況 

（１）総人口の推移と今後の見通し 

本市の総人口は増加を続け、2015年の国勢調査では、約 42.2 万人となってい
る。 
年齢 3区分別でみると、年少人口（15歳未満人口）は 1985年から減少傾向に
あり、生産年齢人口（15-64 歳人口）は 2005年をピークに、その後は減少して
いる。一方、老年人口（65歳以上人口）は 1980年以降増加している。
また、総人口が増加傾向にある一方で、山村地域（旭地区、足助地区、稲武地
区、小原地区、下山地区）においては、人口が減少しており、市全体とは異なる
状況となっている。山村地域の総人口は、1995 年までは 2.7 万人台で推移して
いたが、その後減少している。また、老年人口は 1980 年以降増加し、2010 年
には減少したものの、2015年は再び増加した。

図表２－１ 豊田市の総人口及び年齢３区分別人口推移（年齢不詳を除く。）

出典：総務省「国勢調査」 

（人） 
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図表2－2 山村地域の総人口及び年齢３区分別人口推移（年齢不詳を除く。）

総人口の見通しは、2030年の 43.0 万人をピークに、2040年まで概ね 42万
人が維持される。年少人口は 5万人台が確保され、生産年齢人口は減少し、概
ね 23万人となる一方で、老年人口は増加で推移することが見込まれている。
なお、参考推計における 2060年においては、概ね 40万人が維持されるほか、
老年人口は 2055年の 14.2 万人をピークに減少に転じる。 

図表2－３ 豊田市の総人口及び年齢３区分別人口の推移
（人） 推計値 参考 

出典：豊田市人口ビジョン（2010 年及び 2015 年は国勢調査結果（ただし、年齢不詳分を除く）） 

出典：総務省「国勢調査」

（人） 
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（２）財政状況の推移と今後の見通し 

2011 年度から 2020 年度までの各年度の予算規模は、1,586 億円から 1,859
億円の間で推移している。 
本市の市税収入は新型コロナウイルス感染症による社会経済への影響を受けて、
2021年度は大幅な減額を見込む。また、2021年度からは、法人市民税の一部国
税化の影響が最大となることに加え、地方交付税の合併特例も終了となることか
ら、今後、景気が回復したとしても、極めて厳しい財政状況が続くことになる。
こうした状況に対応するため、事業・事務の最適化、選択と集中の徹底や民間
活力の積極的な活用等に取り組み、歳入に見合った予算規模への転換を図る必要
がある。公共施設等の管理においても、限られた財源の中で計画的かつ効率的に
事業を推進し、市民の安全・安心を確保していく必要がある。

図表2－4 各年度当初予算額（費目別歳入）の推移と予算の見込み
（億円） 

※2021～2024年度の数値は、各年度の歳入予算の見込額である。

見込み

出典：豊田市調べ（2021 年以降は第 8次豊田市総合計画財政計画） 
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２ 公共施設等の現状と今後の経費見込み 

（１）公共建築物 

本市では、高度経済成長期における人口増加や行政需要の増大に合わせて施設
整備・拡充を進めてきた結果、2019年３月末時点で 1,046 施設、3,630 棟の公
共建築物を保有するに至っている。 
本市は、これらの公共建築物を行政目的や行政サービスの内容によって 12 区

分に分類し、効率的な管理に努めている。

図表2－5 各年度当初予算額（費目別歳出）の推移と予算の見込み
（億円） 

※2021～2024年度の数値は、各年度の歳出予算の見込額である。
出典：豊田市調べ（2021 年以降は第 8次豊田市総合計画財政計画） 

見込み
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公共建築物の総延床面積は 1,702,600 ㎡となっている。施設類型別の内訳を
みると、学校教育系施設が総延床面積の 38.9％（662,696 ㎡）を占め、最も多
く、次いでスポーツ・レクリエーション・観光施設が 12.5％（212,711 ㎡）と
なっている。 

施設類型 主な対象施設 施設数 延床面積（㎡）

市民文化
系施設 

コミュニティセンター（交流館機能を有
する施設を含む）、市民文化会館、豊田
産業文化センター、コンサートホール

25 66,541

社会教育
系施設

交流館、郷土資料館、交通安全学習セン
ター、中央図書館

63 96,994

ス ポ ー
ツ・レク
リエーシ
ョン・観
光施設

豊田スタジアム、スカイホール豊田、西
部体育館、旭総合体育館、井上公園水泳
場、西山公園、香嵐渓施設、旭高原元気
村、香恋の館、どんぐりの里

261 212,711

産業系施
設

農村環境改善センター、森林会館、里山
くらし体験館、公設卸売市場

20 32,190

学校教育
系施設

小学校、中学校、特別支援学校、給食セ
ンター、総合野外センター、教職員会館

116 662,696

子育て支
援施設

こども園、こども園（支援センター）、
放課後児童クラブ

74 79,164

行政系施
設

市役所本庁舎、支所、消防本部、消防署
196 129,147

福祉保健
施設 

福祉センター、老人福祉センター豊寿
園、百年草、下山保健福祉センターまど
いの丘、こども発達センター

32 61,022

医療施設 豊田地域医療センター 2 21,114
市営住宅 市営住宅 46 146,628
供給処理
施設

渡刈クリーンセンター、グリーン・クリ
ーンふじの丘、リサイクルステーション

51 66,851

その他施
設

文化財倉庫、有料駐車場、貸施設、未利
用施設

160 127,541

図表2－6 公共建築物の類型と主な施設（2019 年３月末時点）
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また、築年数別の施設状況をみると、｢30 年以上 40 年未満｣が 429,323 ㎡と
最も多く、次いで｢20 年以上 30年未満｣が 358,625 ㎡となっている。 
施設類型別でみると、学校教育系施設や市民文化系施設、産業系施設で築 30年
以上の老朽化した建物の割合が高くなっている。

図表2－7 施設類型別の延床面積割合（2019 年 3月末時点）

図表2－8 築年数別の延床面積（2019年 3月末時点）

（㎡） 

出典：豊田市調べ 

出典：豊田市調べ 
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本市では、施設の安全性を確保するため、保有する公共建築物に対し、耐震化
などの対策を実施するとともに、2004 年度から「公共建築物延命化計画」によ
る屋根・外壁、指定設備の計画的な修繕を行ってきた。今後は、厳しい財政状況
が見込まれる中で、施設の更なる老朽化対策が必要となることから、効率的に管
理を行い、財政負担の軽減や平準化を進めていくことが重要である。

図表2－9 築年数別の類型別延床面積（2019年 3月末時点）

出典：豊田市調べ 
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（２）インフラ施設 

① 道路施設 

本市の道路施設は、以下の表のとおりであり、点検や巡視を行い、日頃から
劣化状態の把握を行っている。道路施設は保有量が多いため、今後も計画的に
管理していくことが重要である。

対象施設 保有量

舗装 2,416km(市道延長 2,562km)
橋りょう 1,183 橋

横断歩道橋 40橋
トンネル 3本

シェッド 2基
大型カルバート 8箇所

道路土工構造物 1,107 基

道
路
附
属
施
設

門型標識 5基

大型標識 227基
道路照明灯 約 6,200 基

小型標識 約 2,200 基
道路反射鏡 約 9,200 基

② 河川施設 

本市の河川施設は、以下の表のとおりである。このほか、把握できていない 
施設が多数あるため、今後も施設数や老朽化等の現状把握が必要である。

対象施設 保有量

準用河川 103河川（総延長 161.4km）
普通河川 468河川（総延長 528.0km）

樋門・樋管 20施設
調整池 112施設

学校貯留施設 7施設
雨水管路 71地区

放水路 7施設（総延長 10.1km）
法定外水路 60箇所

図表2－10 道路施設保有量（2020年 3月末時点）

図表2－11 河川施設保有量（2020年 3月末時点）
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③ 農業土木施設 

本市の農業土木施設は、以下の表のとおりである。農道のほか、自然排水が
困難な地域で、内水を排除し、農作物、家屋及び公共建築物の洪水被害を防止
するための排水機場や農業用水を確保するために水を貯え、必要に応じて耕作
地へ送水するため池などがある。 

④ 林道施設 

本市の林道施設は、以下の表のとおりである。未舗装で急勾配の林道区間で
は、雨による洗掘が頻繁に発生し、修繕が必要となることが多い。 

対象施設 保有量

農道 
農道 630Km

農道橋 123か所

用排水路
用排水路 1,643Km

揚水機場 35施設
排水機場 7施設（延床面積 647㎡）

樋門・樋管 49施設

ため池 
防災重点ため池 110か所

その他ため池 109か所

対象施設 保有量

林道 238路線（総延長 441.3km）
林道橋 54橋

図表2－12 農業土木施設保有量（2020年 3月末時点）

図表2－13 林道施設保有量（2020年３月末時点）
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⑤ 公園施設 

本市の公園施設は、以下の表のとおりである。各公園や広場内には管理施設
や遊戯施設など多様な附属施設がある。 

※市民広場 8箇所含む 

⑥ 水道施設 

本市の水道施設は、以下の表のとおりであり、計画的に管理していくことが
重要である。 

対象施設 保有量
導水管 46Km

送水管 344Km
配水管 3,266Km

取水場 38施設
浄水場 28施設

配水場（配水池） 126施設
ポンプ棟 151施設

その他施設（減圧水槽・管理
棟・事務棟等）

52施設

対象施設 施設数 数量

都市公園 185 箇所 

12,002 施設 
内訳：園路広場：1,468、修景施設：930、休養施

設：3,093、遊戯施設：717、運動施設：

104、教養施設：12、便益施設：409、管理

施設：5,269 

地域広場 596※箇所

3,280 施設 
内訳：休養施設：1,112、遊戯施設：1,269、 

運動施設：210、便益施設：11、管理施設：

675、園路広場：3 

図表2－15 水道施設保有量（2020年３月末時点）

図表2－14 公園施設保有量（2020年 3月末時点）
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⑦ 下水道施設 

本市の下水道施設は、以下の表のとおりである。下水管といった管路施設の
ほか、下水処理場などの施設も多く保有している。また、現在、「汚水適正処理
構想」に基づいて下水道整備を推進しているため、今後も施設量が増加してい
くことが見込まれる。

対象施設 保有量
管路施設 1,591Km

処理施設 19施設
ポンプ施設 237施設

（３）中長期経費見込み 

本市における公共施設等の更新、改修、修繕等に係る経費は施設の老朽化の進
行や更新時期の到来により増加していく見込みである。 
2030 年代後半から建築物の更新時期が集中し、経費の増加が懸念されるため、
更新時期の平準化を進める必要がある。

※水道・下水道事業については、公営企業会計のため除く。 

※2021 年度から 2026 年度は、第３章で設定する「施設の維持に関する事業費」の目標指標に準じた計上とす

る。2027 年度以降は、現時点の見通しを示すものであり、各年度の事業規模及び対策内容を担保するもので

はない。 

※建築物（更新）費用は、実績に基づく建築区分別の標準単価（円/㎡）で算出した概算費用のため、実際の更

新費用とは異なる。 

※建築物（更新）費用は、学校施設（小学校、中学校、特別支援学校）は築後80年、その他の建築物は築後57

年で既存施設と同規模の更新を行う場合で試算した費用。（外構整備、既存施設の解体費用は含まない） 
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図表2－16 下水道施設保有量（2020年 3月末時点）

図表2－17 今後の経費の見通し（試算値）

出典：豊田市調べ 
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（４）公共施設等の管理における今後の課題 

学校や交流館などの公共建築物や道路、公園、上下水道などのインフラ施設に
ついては、これまで、「公共建築物延命化計画」や「道路施設管理方針」など、必
要に応じて個別に施設の管理方針等を作成し、管理を行ってきた。
しかしながら、今後は、超高齢社会の進展や人口減少社会の到来など、本市を
取り巻く社会環境の変化や、国の制度改革等による歳入の減少に加え、社会保障
関連経費、公共施設等の老朽化による維持管理等にかかる経費の増加など、より
厳しさを増す財政状況が見込まれている。
このような中で、公共施設等については、市民の暮らしを支える施設としての
安全性や、活発な市民活動を支える拠点としての利便性、快適性の確保という視
点に加え、限られた財源の中で効果的かつ効率的な管理を行っていくため、中長
期を見据え、総合的、計画的に最適な管理を行う視点が必要となる。
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図表2－1８ 参考資料：水道・下水道事業における今後の経費の見通し（試算値）

※水道事業経費は、水道ストックマネジメント計画による平準化した更新事業費を元に算出（更新費及び事

後保全予算を計上） 

※下水道事業経費は、下水道ストックマネジメント計画による平準化した更新事業費を元に算出（維持管理

費及び改修・更新費の総額を計上） 

※現時点の見通しを示すものであり、各年度の事業規模及び対策内容を担保するものではない。 

出典：豊田市上下水道局調べ 
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第３章 公共施設等の管理に関する全体方針 

１ 基本方針 

中長期的な視点で、公共施設等を総合的かつ計画的に管理するため、次の４点を基
本方針に掲げ、取組を進める。 
（１）安全・安心な施設の管理
・公共施設等の総量と施設ごとの状態を把握し、点検や診断に基づく修繕によ
る計画的な管理を行い、施設の安全性を確保する。 

（２）更新時期の平準化と総量抑制を始めとしたトータルコストの縮減
・施設の更新が集中する 2030 年代以降を見据え、更新時期の平準化の取組を
進める。 
・施設の管理手法の見直しや、利用状況等を踏まえた機能の集約化・複合化に
よる施設の統合や廃止などを行い、総量抑制の取組を進め、トータルコスト
を縮減する。 

（３）施設の有効活用の促進 
・既存施設を最大限有効活用するため、民間活力の活用や規制緩和を含めた施
設の運用ルールの見直しに取り組み、利便性、快適性を向上させる。

（４）計画的な管理の推進
・定期的な点検や診断等により施設の状況を把握した上で、適切な管理手法、
管理体制の下、計画的な管理を個別施設計画に基づき PDCAサイクルにより
継続的に進める。 

２ 公共建築物及びインフラ施設の管理方針 

施設の管理は、各施設の特性に応じて行っていく必要がある。このため、「公共建築
物」と「インフラ施設」について、「基本方針」を踏まえた「管理方針」をそれぞれ定
め、より効果的な取組を行っていく。

（１）公共建築物 

これまでも、公共建築物をより長く安全に使用していくため、長寿命化の取組
を計画的に進めてきた。今後は、引き続き取組を進めていく中で、施設の更新時
期の平準化を図るとともに、施設の総量抑制等により、トータルコストの縮減を
図る。 
また、更新については、将来の施設需要を適宜判断し、統合（機能の集約化・

複合化）や廃止などにより、総量抑制の取組を進める。
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（２）インフラ施設 

これまで施設量や老朽化の状況等が十分に把握されていない施設等について
は、点検、診断等により施設の状況等を適切に把握する。
また、今後、インフラ施設の老朽化による維持管理や更新に係る経費の増加
が見込まれるため、これまでの事後保全を原則としつつも、必要に応じ、将来
に備えた予防保全を実施する。 
また、機能の重複や人口動向、土地利用の変化などを踏まえ、需要の著しい
低下が見込まれる施設については、更新時期に合わせて、機能を整理し、統合
や廃止などを検討する。 
① 施設の特性、重要度、利用状況等から管理手法を設定 

道路、公園、上下水道など施設区分ごとに、予防保全と事後保全を組み合
わせたインフラ施設の維持管理に関する「管理手法」を設定する。 
予防保全の対象施設は、重要度の高い施設で、損傷が軽微な状態から予防
的な修繕を行うことで、施設の更新時期の平準化と管理にかかる経費の縮減
が期待できる施設（舗装（損傷の進行が早い道路等）、重要橋りょうなど）
とする。 
② 管理手法ごとに「対策を実施する判断基準（以下「管理基準」という。）」を設

定 

管理手法の設定に当たっては、施設類型ごとに、「予防保全・事後保全」の区別
や施設の特性、重要度等を踏まえた管理基準を設定する。
③ 点検、診断等に基づく計画的な維持管理の実施 

管理基準を設定した施設については、管理手法ごとの管理方針に基づき、点
検、診断、評価により施設の健全度を判断し、健全度が管理基準を下回らないよ
う計画的な修繕を実施する。 
また、管理基準を設けない施設については、劣化損傷状態が把握できた時点で
適切に修繕を実施する。
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Ⅰ 予防保全型

【パターン１】劣化予測型、劣化監視型
状態監視保全型 

施設の劣化予測や、点検等により機能低下を
把握し、目標管理基準（一定の管理基準等）に 
達した段階で予防的な対策を実施する。 
（例）道路施設：重要橋りょう

河川施設：重要な樋門・樋管
公園施設：遊戯施設
下水道施設：管渠、機械設備  など 

【パターン２】時間計画保全型 
    各施設や設備の特性に応じ、一定の周期を予 

め定め、期間が経過した時点で対策を実施する。 
（例）水道施設：基幹管路(送水管、導水管)、
       電気設備、機械設備 
下水道施設：電気設備     など 

Ⅱ 事後保全型 

【パターン３】劣化監視型
点検等により機能低下を把握し、限界管理

   基準等に達した段階で対策を実施する。 
（例）道路施設：横断歩道橋、トンネル

河川施設：重要な雨水管路   など 

【パターン４】地元連携型（劣化監視含む）
巡視等により劣化・損傷が把握できた時点で
対策を実施する。 
（例）農業土木施設：農道、用排水路

林道施設：林道        など 

図表3－１ 管理手法のパターン（イメージ図） 

 目標管理基準

 限界管理基準 劣化予測
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 限界管理基準

供用年数
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全
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３ 目標指標 

計画に基づく安全対策を着実に実施することで「計画期間内における施設の老朽
化に起因する重大事故ゼロの継続」を達成することを目標とする。また、第８次総
合計画後期実践計画期間（2021年度～2024 年度）における施設の維持に関する事
業費（修繕、改修等のハード対策）について、「年平均 160 億円規模の予算確保」
を目指す。 

４ その他 

（１）民間活力の活用  

公共施設等の改修・更新に当たっては、PPP/PFI など民間活力等の活用につい
て、施設の特性等を踏まえた官民の役割分担を考慮しながら、施設の特性やサー
ビス内容・コスト等を比較して積極的に検討を行う。 

（２）ユニバーサルデザイン化の推進 

公共施設等の改修・更新に当たっては、市民のニーズや関係法令等におけるユ
ニバーサルデザインの考え方を踏まえて、ユニバーサルデザインへの対応に努め
る。 

（３）関連する方針等 

公共施設のエコ化については、「とよたエコアクションプラン」や「省エネ指針」
に基づき、照明の LED化等を検討することにより、温室効果ガスの排出抑制に取
り組むとともに、維持管理費の低減を図る。
また、公共施設等の改修・更新に当たっては、「豊田市公共建築物等の木材利用
の促進に関する基本方針」に基づき、木造化、木質化や地域材の優先的な利用を
検討する。 
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第４章 施設ごとの個別方針 

１ 公共建築物 

（１）これまでの取組と課題 

① これまでの取組 

・2004年度から、「公共建築物延命化計画」に基づき、屋根・外壁、指定設備
の計画的な修繕を実施している。 
・法律に基づく定期点検や施設管理者による日常点検などを実施し、適切な維
持管理を推進している。
・旧耐震基準に基づいて建設された施設などで、居室がある建築物の耐震化な
どの安全対策を実施してきた。 
・こども園の子育て支援センターへの転用や地域等に集会施設等を譲渡するな
ど、施設の有効活用に取り組んできた。 

② 施設管理の課題 

・施設の状況に応じた適切な老朽化対策がより一層求められる。
・老朽化した施設の更新時期が集中し、経費の増加が懸念されるため、更新時
期の平準化を進める必要がある。 
・施設の老朽化対策等については、施設の需要の変化に対応した管理が必要と
なる。また、需要の縮小が見込まれる施設は、統合（機能の集約化・複合化）
や廃止などの検討も必要となる。 

（２）公共施設の管理に関する基本的な考え方 

① 管理手法 

・施設の安全性を確保し、計画的な管理を行うため、長寿命化により更新時期
の平準化を図る。 

② 点検・診断等の実施方針 

・施設の安全性を確保するため、建築基準法等による法定点検を実施し、施設
の状況把握に努める。 
・点検結果等の情報を集約し、その後の修繕計画等に反映することで、結果の
有効活用を行う。

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

・部材の耐用年数を踏まえ、施設の状況に合わせた維持管理を計画的に行う。
・維持管理の実施に当たっては、施設の利用状況や運営コストなどを踏まえ実
施内容を検討する。合わせて、耐久性の高い材料を使用することや省エネ機
器の導入等を検討することなどにより、経費の縮減を図る。 
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・施設の更新時期等に合わせ、統合（機能の集約化・複合化）や廃止などを行
い、総量抑制の取組を進める。
・また、施設の管理について、民間活力等の活用によるコストの縮減も検討す
る。 

④ 安全確保の実施方針 

・施設の点検等で、危険箇所を発見した場合は、同種又は竣工年次が近い施設
についても順次点検等を実施し、事故の未然防止に努める。
・建物の耐久面から危険性が高いと思われる施設については、早期の更新等を
検討する。 

⑤ 耐震化の実施方針 

・法改正を始めとした国の動向等を注視しつつ、耐震化を推進する。 
⑥ 長寿命化の実施方針 

・特性に応じた予防保全型及び事後保全型の管理を行い、長寿命化対策を適切
な時期に実施し、目標使用年数を原則 57 年以上（学校施設（小学校、中学
校、特別支援学校）は原則 80年以上）に設定する。 

⑦ 統合（機能の集約化・複合化）や廃止の推進方針 

・施設の更新時期等に合わせ、利用状況等を踏まえた統合（機能の集約化・複
合化）、廃止などを行い、総量抑制の取組を進める。
・計画期間（～2026年度）において施設の更新対象となった施設については、
統合・廃止の検討対象施設とし、具体的な統合・廃止の検討に着手する。 
・統合（機能の集約化・複合化）は、市民の利便性を高め、まちづくりの活性化
が期待できる、地域での拠点性が高い交流館、支所などを中心に周辺機能を
集約しつつ進める。また、その他の施設についても、施設を取り巻く状況に
応じて、統合（機能の集約化・複合化）を検討する。 
・保有する施設のうち、当初の機能を終えた施設は、原則、廃止、売却又は譲
渡を進める。ただし、他の目的のために有効活用できる場合には、転用など
についても検討する。 

⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・公共建築物の維持管理を計画的に進めていくため、2003年度に策定した「公
共建築物延命化計画」を踏まえて総合的な管理を進める。
・公共建築物の維持管理に当たっては、「豊田市建築物等保全規程」に基づき、
全庁統括的な管理を行っていく。
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２ 道路施設 

（１）これまでの取組と課題 

① これまでの取組 

ア 舗装 

・通常巡視や地元からの情報提供などを基に、劣化箇所を把握し、措置を実
施している。 
・2013 年度から 2015 年度にかけて舗装の劣化状態を把握するため、幹線
1･2 級市道を中心とした市道約 711㎞について路面性状調査を実施して
いる。 

イ 橋りょう 

・2006年度から全ての橋りょうを対象に、簡易的な点検を実施してきた。
加えて、2008年度から重要橋りょうを対象に 5年に 1回の頻度で遠方目
視による定期的な点検を実施している。 
・2012 年度に「豊田市橋りょう長寿命化修繕計画」を策定し、計画に基づ
き維持管理を実施している。
・2014年の道路法施行規則の一部改正等に伴い、定期点検手法を遠方目視
から近接目視に変更し、継続して点検・診断を実施している。 

ウ 横断歩道橋 

・施設利用者や通常巡視、地元申請（情報提供）などに基づき、劣化箇所を
把握し、塗装塗替えや橋面修繕など、措置を実施している。 
・2014 年の道路法施行規則の一部改正等に伴い、2014年度から 5年に１
回の頻度で近接目視による点検・診断を実施している。 
・2016 年度に「豊田市横断歩道橋修繕計画」を策定し、計画に基づき、維
持管理を実施している。 

エ トンネル 

・2013年度に全てのトンネルを対象に、遠方目視による点検を実施した。 
・2014 年の道路法施行規則の一部改正等に伴い、2015年度から 5年に１
回の頻度で近接目視による定期点検・診断を実施している。 
・2019 年度に「豊田市トンネル修繕計画」を策定し、計画に基づき、維持
管理を実施している。

オ シェッド、大型カルバート 

・過去に点検・診断の実績がなかったが、2014年の道路法施行規則の一部改
正等に伴い、2015年度から 5年に１回の頻度で近接目視による定期点検・
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診断を実施している。 
・2019 年度に「豊田市シェッド修繕計画」及び「豊田市大型カルバート修
繕計画」を策定し、計画に基づき維持管理を実施している。

カ 道路土工構造物

・2016年度から 2019 年度に道路土工構造物スクリーニング調査を行い、
目視により道路土工構造物を抽出した。
・2019年度から道路土工構造物の点検を行い、台帳の作成を実施してい
る。 

キ 道路附属施設 

・施設利用者や通常巡視、地元申請（情報提供）などに基づき、劣化箇所を
把握し、修繕や更新など、措置を実施している。
・道路附属施設のうち門型標識については、2014年の道路法施行規則の一
部改正等に伴い、2014年度と 2019年度に全ての施設を対象に近接目視
による点検を実施した。 
・門型標識以外の道路附属施設については、過年度から簡易点検を実施して
いたが、道路法施行規則の一部改正等に合わせて、2014年度から定期的
な点検、診断を実施している。 

② 施設管理の課題 

・施設保有量が多いため、維持管理等に多額の経費が必要となる。
・施設の更新時期が集中するため、平準化を進める必要がある。 
・施設の老朽化対策等について、修繕、更新、廃止など、様々な視点から多角
的な検討を行う必要がある。

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

① 管理手法 

・施設の特性や重要度等に応じ、予防保全型と事後保全型の維持管理を適切に
組み合わせ、効果的かつ効率的な管理を行う。

管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅰ 予防保全型 

・舗装（損傷の進行が早い道路等）
・橋りょう（重要橋りょう） 
・道路土工構造物※1

・道路附属施設※2

・施設の機能や性能に
不具合が発生する前
に修繕等の対策を講
じる。

図表4－１ 管理手法の区分表
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Ⅱ 事後保全型 

・舗装（損傷の進行が緩やかな道路
等） 
・橋りょう（重要橋りょう以外） 
・横断歩道橋 
・トンネル 
・シェッド 
・大型カルバート 
・道路土工構造物※3

・道路附属施設※4

・施設の機能や性能に
不具合が生じてから
修繕等の対策を講じ
る。 

※１：特定道路土工構造物、一般道路土工構造物（重要路線）
※２：門型標識、大型標識、道路照明灯（重要路線）
※３：一般道路土工構造物
※４：道路照明灯（重要路線以外）、小型標識、道路反射鏡

② 点検・診断等の実施方針 

・道路施設の状況を施設の特性に応じて詳細かつ的確に把握する「点検」を実
施し、その結果を基に、施設の健全度評価や適切な措置を行う。
・絶えず変化していく道路状況を常時安全な状態に保つよう、道路施設全般の
状況を把握する「巡視」を実施し、道路利用者などに対して安全な道路環境
の確保を最優先に、効果的かつ効率的で持続可能な維持管理を行う。

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

ア 舗装 

・施設の特性や重要度に応じた管理区分に分類し、管理手法ごとに管理基準
を設ける。また、点検結果に基づき、区分ごとの管理基準を確保するよ
う、計画的に修繕を実施する。 
・管理基準を設けない区分については、巡視や利用者からの通報等で劣化・
損傷状態を把握し、必要に応じて修繕を実施する。 

イ 橋りょう 

・施設の特性や重要度に応じた管理区分ごとに、想定供用年数と管理水準を
設定し、計画的に修繕を実施する。 
・法定点検により損傷を把握し、修繕計画に適時反映する。 
・修繕による回復が見込めない場合には、更新又は撤去を検討する。
・近代化遺産に指定されているなど、特別な施設の修繕については別途検討
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する。 
ウ 横断歩道橋 

・法定点検により損傷を把握し、修繕計画に適時反映する。 
・修繕による回復が見込めない場合には、更新又は撤去を検討する。
エ トンネル 

・法定点検による健全度評価に基づき、修繕を実施する。
・近代化遺産に指定されているなど、特別な施設の修繕については別途検討
する。 

オ シェッド、大型カルバート

・法定点検による健全度評価に基づき、修繕を実施する。
・修繕による回復が見込めない場合には、更新を検討する。
カ 道路土工構造物 

・施設の特性や重要度に応じた管理区分に分類し、管理基準を定め点検結果
に基づき修繕を実施する。 
・巡視等により発見された損傷箇所については、早期の修繕等を実施するこ
とで損傷の悪化を防ぐ。 

キ 道路附属施設 

・道路附属施設ごとに管理基準を定め、点検結果に基づき管理基準を確保す
るよう修繕を実施する。 

④ 安全確保の実施方針 

・点検や巡視等で危険と判断された施設は、ただちに通行止め等の交通規制を
行い利用者の安全を確保する。利用状況等により存続の必要性がある施設に
ついては修繕又は更新を実施し、構造的安全性を確保したうえで交通規制を
解除する。 

⑤ 耐震化の実施方針 

ア 橋りょう 

・耐震補強は、跨線橋、跨道橋など重要橋りょうのうち、「1996 年道路橋示
方書」より古い基準で設計された橋長 15ｍ以上の橋りょうに対して実施
する。 
・耐震設計は設計時点で最新の基準を適用する。 
イ 横断歩道橋、トンネル、シェッド、大型カルバート 

・過去の被災事例や構造形式等から耐震性の高い構造物であるため、現時点
では耐震補強を実施しない。 
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・ただし、国や他自治体の動向によりその必要性がある場合は、耐震補強を
検討する。 

⑥ 長寿命化の実施方針 

ア 舗装 

・路面性状調査、点検巡視から得られた損傷データに基づき計画的に修繕を
実施し、長寿命化を図る。

イ 橋りょう 

・橋りょうの重要度や構造特性に応じて想定供用年数と管理水準を設定し、
法定点検の結果を加味しながら、予防保全型修繕と事後保全型修繕を組み
合わせる事で長寿命化を図る。

ウ 横断歩道橋、トンネル、シェッド、大型カルバート 

・法定点検の結果に基づく修繕を行っていく事で長寿命化を図る。
エ 道路土工構造物 

・定期的な点検・診断や巡視を行うことにより、損傷等を早期に発見し修繕
を行うことで長寿命化を図る。

オ 道路附属施設 

・計画的な巡視・点検により健全度を把握し、管理基準に達した段階で修繕
を実施し、長寿命化を図る。

⑦ 統合や廃止の推進方針 

・道路施設の機能重複や土地利用状況、人口動向等を見据えて統合や廃止の
検討を行い総量抑制に努める。

⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・各施設の個別施設計画をフォローアップしていくため、建設部内において
検討組織を設置する。 
・併せて、技術的な観点から学識経験者の助言を得る体制を構築する。

３ 河川施設 

（１）これまでの取組と課題 

①これまでの取組 

・2015年度に「豊田市河川施設管理方針」を策定した。 
・2019 年度に「豊田市河川施設管理計画」を策定した。 
② 施設管理の課題 

・雨水管路や法定外水路等について、施設数や構造、施工年度の把握ができて
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いない。また、全施設の老朽化等の現状も把握できていないため、確認が必
要である。 

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

① 管理手法 

・施設の特性や重要度等に応じ、予防保全型と事後保全型の維持管理を適切に
組み合わせ、効果的かつ効率的な管理を行う。

※重要施設とは、施設の機能低下・損失による社会的・経済的影響が大き
な施設であり、対象施設ごとに別途設定する。また、必要に応じて管理
手法を変更する。

管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅰ

予防保全型 
（劣化予測型）

・重要施設とした樋門・樋
管（機械） 

・重要施設とした調整池
（機械） 

・劣化曲線や点検等によ
り機能低下を予測し、目
標管理基準に達する段
階で、予防的な対策を実
施する。

予防保全型 
（劣化監視型）

・重要施設とした樋門･樋
管（土木） 

・重要施設とした準用河川
・重要施設とした放水路

・日常巡視・定期点検等に
より機能低下を把握し、
目標管理基準等に達し
た段階で対策を実施す
る。

Ⅱ

事後保全型 
（劣化監視型）

・重要施設とした普通河川
・重要施設以外の樋門・樋
管、放水路

・重要施設とした雨水管路
・重要施設とした排水路
・重要施設以外とした調整
池（ダム式等）

・日常巡視等により劣化・
損傷が把握できた時点
で対策を実施する。 

事後保全型 
（地元連携型）

・重要施設以外の準用河
川、普通河川、雨水管路、
排水路、調整池 

・貯留施設

・市民と連携し、その都
度、地域より要望や通報
を受けて対応する（地元
との連携）。

図表4－2 管理手法の区分表
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② 点検・診断等の実施方針 

・河川施設の状態を把握するため、施設の特性に応じて、日常の巡視や定期的
な点検を実施する。また、自然災害等が発生した場合に緊急の点検を実施す
る。

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

・①管理手法、②点検・診断等の実施方針に基づく、巡視・点検により、施設現
況の把握、施設台帳を整備し、維持管理データベース等による施設評価を行
いながら、「修繕・維持・更新計画」を策定する。 
・施設の特性や重要度等に応じ、適切な修繕時期や更新時期及び措置内容を修
繕計画に反映させ、予防保全型と事後保全型を組み合わせた計画的な維持管
理により、管理に係る経費の平準化を進める。 

④ 安全確保の実施方針 

・巡視や点検の要綱及び要領に基づき、日常巡視と定期点検を行い、河川施設
の破損や老朽化を起因とする、災害や事故の未然防止に努める。
・地元自治区や市民との連携により、施設損傷等の情報共有を行い、安全の確
保ができないと判断された緊急性の高い施設については、速やかに修繕を行
うことで安全の確保を図る。 

⑤ 耐震化・長寿命化の実施方針 

・河川施設ごとの管理状況に合わせて耐震化及び長寿命化計画を策定し、実施
する。 

⑥ 統合や廃止の推進方針 

・河川施設の更新や改築、修繕時に、各施設の排水系統及び位置、規模、背後
地状況等を勘案し、統合や廃止について検討を行い、今後の管理に係る経費
の縮減が図れると判断された場合に行う。

⑦ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・管理すべき施設数が多く現状が把握できていない等の課題があるため、今後
は、巡視・点検を行い施設状況の把握に努め、河川施設管理システムでデー
タを蓄積し、メンテナンスサイクルの充実を図る。 
・河川施設の管理を持続的に取り組んでいけるような組織体制及び事務分担ル
ールの検討などを進めていく。 
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４ 農業土木施設 

（１）これまでの取組と課題 

① これまでの取組 

ア 農道、用排水路、樋門・樋管 

・受益者である農業関係者の日常監視、市民などからの報告及び要望により
劣化・損傷が確認できた段階で対応を実施している。

イ 排水機場 

・専門業者と受託者による点検を月に１回実施し、さらに、出水期（６～10
月）は受託者による点検を月に１回実施している。また、受託者による施設
及び周辺の監視を月に２回実施している。点検の結果から、軽微な修繕を実
施している。 
・主要な設備であるポンプ及び配電盤は、予防保全型の修繕（オーバーホー
ル）、配電盤の更新を愛知県の事業で実施している。

ウ ため池 

・市職員が年に１回点検を実施している。また、受益者が水管理・日常管理を
実施している。これらの点検等により、修繕を実施している。 
・決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与える
おそれのあるため池を「防災重点ため池」(110 池)に選定し、影響度の高
いため池について、優先的に耐震対策及び豪雨対策を愛知県の事業で実施
している。 
・また、「防災重点ため池」に定めていない、その他のため池の大規模な対策
は、地元要望を踏まえ、愛知県の事業として実施している。 

② 施設管理の課題 

ア 農道、用排水路、樋門・樋管 

・平常時の定期点検等は実施しておらず、維持管理体制を検討する必要があ
る。 

イ 排水機場 

・近年における土地利用の変化を踏まえて、農業土木施設としての整備の必
要性や妥当性を検討する必要がある。 

ウ ため池 

・受益農地の荒廃やパイプラインの整備により、日常管理が実施されていな
いため池が多くある。このため管理方法や管理体制を検討する必要がある。
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（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

① 管理手法 

・施設の特性や重要度等に応じ、予防保全型と事後保全型の維持管理を適切に
組み合わせ、効果的かつ効率的な管理を行う。

管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅰ

予防保全型 
（劣化予測型）

・排水機場 
・防災重点ため池 

・定期点検等により、劣化状態を
確認し、目標管理基準に達し
た段階で予防的な対策を実施
し、施設の長寿命化と管理に
係るコストの平準化及び縮減
を図る。

予防保全型 
（劣化監視型）

・農道橋 
（橋長 15ｍ以上）
・樋門・樋管 
・その他ため池 

・定期点検等により、劣化状態を
確認し、限界管理基準に達し
た段階で対策を実施する。

Ⅱ
事後保全型 
（地元連携型）

・農道 
・用排水路
・揚水機場 
・農道橋 
（橋長 15ｍ未満）

・地元活動組織や市民との連携
による巡視等により、施設の
機能や性能に不都合が生じた
施設を修繕し、管理する。

② 点検・診断等の実施方針 

・診断は、統一的な診断結果となるように判定方法を確立する。その上で、点
検・診断・評価により施設の健全性を判断し、効率的な管理を実施する。

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

ア 農道、用排水路、樋門・樋管 

・農業関係者等による日常監視に基づく報告を受け、劣化・損傷状況に即し
た適切な修繕を行うとともに、対策履歴の情報を記録することで、今後の
管理に活用する。
・大規模改修が必要な場合は、愛知県の事業計画等を勘案の上、規模や改修
時期などを検討する。 

図表4－３ 管理手法の区分表 
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イ 排水機場  

・毎月の点検結果に基づき、不良箇所を修繕しているが、今後は点検結果の
結果や修繕記録を蓄積し、そのデータを活用して予防保全型の維持管理を
行っていく。

ウ ため池 

・「防災重点ため池」は、予防保全として優先度が高い対策が未実施のため池
について、愛知県の事業により順次、耐震改修を行う。
・年に１回の点検と市民等からの報告を受け、劣化・損傷状況に即した適切
な修繕を行うとともに、対策履歴の情報を記録することで、今後の管理に
活用する。 
・大規模改修が必要な場合は、愛知県の事業計画等を勘案の上、財政状況を
踏まえ、規模や改修時期などを検討する。 
・その他ため池は、年に１回の点検と市民などからの報告を受け、劣化・損傷
状況に即した適切な修繕を行うとともに、対策履歴の情報を記録すること
で、今後の管理に活用する。

④ 安全確保の実施方針 

・定期点検等で、危険箇所を発見した場合は、同種又は竣工年次が近い施設に
ついても順次、点検等を実施し、事故の未然防止に努める。 

⑤ 耐震化の実施方針 

・災害時等に人命や財産に与える影響や施設の重要度を考慮しつつ、耐震化を
実施する。 

⑥ 長寿命化の実施方針 

・長期的な修繕計画の策定や日常点検等の強化など、計画的かつ継続的な管理
を推進する。 

⑦ 統合や廃止の推進方針 

・農業土木施設は地域に根差した施設が多く、現時点では代替性がないため施
設の統合や廃止の予定はないが、利用実態の把握に努め、その結果に応じた
統合や廃止を検討する。 

⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・現時点では受益者や付近住民により管理を行う施設、定期点検により管理を
行う施設等があるが、今後、管理に係る地元の協力を得て、劣化状況や修繕
等の情報を記録・蓄積するとともに、関係者による情報の共有、知識・技術
のレベルアップを適切に図り、管理体制の構築を行っていく。
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５ 林道施設 

（１）これまでの取組と課題 

① これまでの取組 

ア 林道 

・林道パトロール員による日常パトロール及び林業従事者、市民などからの
報告・要望により、その都度、対策方法を検討する管理を実施している。

イ 林道橋 

・2014年度に 51橋、2015年度に 7橋の点検を実施し、2019年度に 47橋
について２回目の点検を実施した。 

・2019 年度までに５橋の補修・耐震補強工事を実施した。 
② 施設管理の課題 

ア 林道  

・近年の台風の強力化や集中豪雨等により林道災害が多発しており、修繕、
維持管理費等に多額の経費が必要となる。
・林道の利用状況等に応じて、林道の管理レベルの見直しを行う必要がある。
イ 林道橋 

・橋りょう点検診断結果に基づき、施設の補修工事、修繕、更新、廃止などを
様々な視点から多角的に検討する必要がある。 

（２）施設管理に関する基本的な方針 

① 管理手法 

・施設の特性や重要度等に応じ、予防保全型と事後保全型の維持管理を適切に
組み合わせ、効果的かつ効率的な管理を行う。

管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅱ
事後保全型 
（劣化監視型）

・林道橋
（橋長 15ｍ以上） 
・1級河川を占用する
橋 

・施設特性や安全性・経済性を考
慮しつつ、定期点検等により、
劣化の有無や兆候を可能な限
り確認又は予測して、故障（異
常）が発生した段階で修繕を実
施し、性能・機能の保持・回復
を図る。

図表4－４ 管理手法の区分表 
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事後保全型 
（地元連携型）

・林道
・林道橋
（劣化監視型に該
当しない橋） 

・定期点検及び林道パトロール
による日常点検等により安全
性を確保しつつ、機能や性能に
不都合が生じた施設が確認さ
れ次第、対応の必要性を判断す
る。

② 点検・診断等の実施方針 

・林道パトロール員による日常パトロール及び林業従事者、市民による日常
監視を実施するとともに排水施設等の災害の要因となるものについては、 
定期的に点検を実施する。  
・林道橋の現場条件等に応じて管理手法を設定した上で点検し、施設の健全 
化を判断する。

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

ア 林道 

・事後保全の実施 
損傷等が認められた施設について、その対策を検討し、修繕を行うことで、
機能・性能の保持・回復を図る。

イ 林道橋 

・予防保全の実施 
日常の維持管理に当たっては、施設特性や安全性・経済性を考慮しつつ、
劣化の有無や兆候を可能な限り確認、又は予測して予防保全を実施し、機
能・性能の保持・回復を図る。

・事後保全の実施 
損傷等が認められた施設について、その対策を検討し、修繕を行うことで、
機能・性能の保持・回復を図る。

④ 安全確保の実施方針 

・林道の日常パトロールや施設の定期点検、通報（地元自治区、市民、林業従
事者等）により安全の確保ができないと判断される緊急性の高いものについ
ては、速やかに修繕を行うことで安全性の確保を図る。

⑤ 耐震化の実施方針 

・管理手法に合わせた耐震化を行う。なお、管理手法の事後保全型（地元連携
型）に属する施設については、BCP（業務継続計画）の対策強化の視点から耐
震化の必要性を検討する。
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⑥ 長寿命化の実施方針 

・長期的な修繕計画の策定や日常点検等の強化など、計画的かつ継続的な管理
を推進するとともに、新技術の導入等により施設の長寿命化を図る。

⑦ 統合や廃止の推進方針 

・施設の必要性や利用状況を常に検証した上で、効用の低い施設については転
用等を検討し、林道施設の全部又は一部を林業以外の目的への転用又は当該
林道の利用区域内の林地への転用等を行い、適正な施設総量を保つ。

⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・関連部局と施設に関する情報を共有し、全庁的な観点から施設の利活用を検
討していく。 

６ 公園施設 

（１）これまでの取組と課題 

① これまでの取組 

・公園施設の損傷や劣化による事故を未然に防ぎ、公園や広場を快適かつ安全・
安心に利用できるよう、日常的な維持保全（清掃、保守、修繕など）に加え、
日常点検及び定期点検を実施し、点検結果に応じた対策を実施している。 
ア 都市公園 

・国の「公園施設長寿命化計画策定指針（案）」に基づき、2012年３月に「豊
田市公園施設長寿命化計画」を策定し、2013 年度から 2019年度までの 7
か年で 66公園の遊戯施設等について更新又は撤去を実施した。

イ 地域広場 

・国の「公園施設長寿命化計画策定指針（案）」に基づき、2013年２月に「豊
田市地域広場施設長寿命化計画」を策定し、2013 年度から 2019年度まで
の 7か年で 178広場の遊戯施設について更新又は撤去を実施した。

② 施設管理の課題 

ア 都市公園及び地域広場 

・公園・広場の機能の低下は、必ずしもそこにある各種施設の構造的な劣化
のみによって判定されるものではない。また、公園・広場は社会的に重要な
意義があり、施設単体や公園・広場全体のライフサイクルコスト縮減だけ
に特化せず、地域全体の価値の向上に大きく寄与している点を意識する必
要があり、安全で快適という本来の機能を確保した上で、個々の公園・広場
の価値や重要性を検証し、効率的なストックマネジメントをしていくこと
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が課題である。 
・公園・広場は多種多様な規模、構造、素材からなる施設の集合体であり、膨
大な数の施設を有することから、ストックマネジメントにおいては、全て
の施設を画一的に取り扱うのではなく、個々の施設の価値や重要度を検証
し、施設ごとに目標とすべき管理基準に応じたメリハリのあるマネジメン
トが求められる。 

イ 地域広場 

・地域広場には、本市が土地を所有している広場と私有地の借地契約により
設置している広場がある。借地している公園について、設置後、10年経過
した後は、地権者からの返還申出により、広場にある遊戯施設などを撤去
し、更地にして土地所有者に土地を返還することになる。
・公園利用者の安全・安心を確保するため、優先的に遊戯施設を更新してき
たが、更新後に返還の手続が行われる可能性がある。
・開発事業に伴い増え続ける地域広場については、広場面積の確保等に寄与
する一方で、増え続けるストックにより管理コストを圧迫していく可能性
がある。 

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

① 管理手法 

・施設の特性や重要度等に応じ、予防保全型と事後保全型の維持管理を適切に
組み合わせ、効果的かつ効率的な管理を行う。

管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅰ

予防保全型 
(劣化予測型)

都市公園 
園路広場
（重要道路で高速道路国
道、県道を跨ぐ橋りょ
う）

・点検等により機能低下
を把握し、目標管理基
準に達した段階で予防
的な対策を実施する。

予防保全型 
(劣化監視型)

都市公園・地域広場 
遊戯施設 
（すべり台、ﾌﾞﾗﾝｺ等） 
休養施設（四阿等） 
管理施設（照明灯等）

・点検等により機能低下
を把握し、限界管理基
準等に達した段階で対
策を実施する。 

図表4－５ 管理手法の区分表
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Ⅱ 事後保全型 

都市公園・地域広場 
園路広場
（園路や広場の舗装等）
修景施設（噴水、花壇等）
休養施設（ベンチ等） 
運動施設（ﾊﾞｽｹｯﾄｺﾞｰﾙ等）
教養施設（記念碑等）
便益施設（便所）
管理施設（ﾌｪﾝｽ、車止め等）

・施設の日常的な維持管
理や点検を行い、施設
の機能が果たせなくな
った段階で取り換える
よう管理する。

② 点検・診断等の実施方針 

・日常点検及び定期点検を実施し、点検・補修履歴の管理を行い、公園施設の
安全・安心な利用を推進する。

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

ア 都市公園 

・「豊田市公園施設長寿命化計画」で定めた管理手法に従って、計画的な維持
管理や更新を行い、施設の安全確保と長寿命化を図る。また、計画内でトー
タルコストの平準化を実施するとともに、点検結果から導いた健全度判定
を反映させた計画を運用し、計画的な管理を実施する。

イ 地域広場 

・「豊田市地域広場施設長寿命化計画」で定めた管理手法に従って、計画的な
維持管理や更新を行い、施設の安全確保と長寿命化を図る。また、計画内で
トータルコストの平準化を実施するとともに、点検結果から導いた健全度
判定を反映させた計画を運用し、計画的な管理を実施する。

④ 安全確保の実施方針 

・点検結果における判定で修繕及び補修を実施する。ただし、修繕部位により
修繕ができない場合及び危険度等を総合的に判断して更新を実施する。

⑤ 耐震化の実施方針 

・公園施設である園路において幹線道路を跨ぐ跨道橋など、公園利用者や第三
者へ甚大な被害が想定される構造物の耐震診断及び耐震化対策を実施する。 

⑥ 長寿命化の実施方針 

・長期的な修繕計画を策定するとともに、日常点検等の強化やその結果に基づ
く維持管理の計画的な実施により、施設の長寿命化を図る。
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⑦ 統合や廃止の推進方針 

・公園・広場ごとに、施設の設置方針に基づき、更新時期等に合わせて各施設
数の適正化を図る。地域広場について、地域の実情や利用状況等を考慮し、
統合や廃止の仕組みづくりを検討していく。 

⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・公園・広場管理システムにより、管理情報の一元化を図り、計画的かつ効果
的な管理を目指す。

７ 水道施設 

（１）これまでの取組と課題 

① これまでの取組 

・水道事業の方向性を示した「新・豊田市水道ビジョン」（2015年 3月）に基
づき、計画的に施策を推進している。 
・これまでも管網評価指標による経年管整備を実施してきたが、今後は 2020
年 3 月に策定した「水道ストックマネジメント計画」により、水道施設の保
守・点検・調査・更新を計画的・効率的に実施し、施設全体の最適化を図って
いる。 
・これまでも「豊田市水道施設耐震化プラン」に基づき、水道施設の耐震化を
進めてきたが、今後は 2020 年 3 月に策定した「新水道耐震化プラン」によ
り、耐震化対策と応急対策を同時に進め、効率的に地震対策を実施している。 
・2020 年４月から導入した設備台帳・現場点検システムにおいて日常点検・定
期点検などの情報を蓄積することで、維持管理情報を起点としたマネジメン
トサイクルを行い、維持管理の最適化を図っている。 
・AI 技術を活用した漏水路線調査の実施や「水道ストックマネジメント計画」
への補完など、緊急度の高い老朽管の敷設替えを実施している。 

② 施設管理の課題 

・高度経済成長期における人口増加や、水道需要の増大に合わせて建設された
施設が膨大であり、今後増加する老朽化施設の更新は急務である。また、更
新経費が一時期に集中することで財政面に大きな影響を及ぼすことが懸念さ
れる。 
・将来的な人口減少やそれによる水需要減少が見込まれる中で、ダウンサイジ
ングや施設統廃合を推進し、ライフサイクルコストの削減を図っていくこと
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が必要である。 
・限られた財源の中で、水道施設全体を早期に耐震化を図ることは難しいため、
地震危険度などを総合的に判断した優先順位を基に、地震による被害を軽減
するための耐震化事業を推進していく。 

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

・「新・豊田市水道ビジョン」に掲げる老朽化対策を推進するため、リスク評価
等による優先順位を付けた上で、水道施設の保守・点検・調査と更新・改築
を行い施設全体の最適化を図り、市民への安全・安心な水道サービスの提供
と健全な事業運営を継続していく。 
・「水道ストックマネジメント計画」において、施設及び管路等の現状把握に基
づいたリスク評価を踏まえながら、個別施設における管理手法・目標耐用年
数の設定や、中長期的な改築・更新事業の財源調整を行い、点検・調査計画
及び修繕・改築計画を定めていく。 
・「水道ストックマネジメント計画」は毎年度進捗状況の管理や目標に対する達
成度の評価を行い、４年を目安に計画内容の精査や見直しを実施する。これ
らの PDCAサイクルを繰り返すことによって管路・施設の健全性を保つ。加
えて故障情報やメーカー点検結果情報等の施設情報を蓄積し活用することで、
計画的な管理を推進していく。 

① 管理手法 

・水道施設の計画的な維持管理を行うために、各施設の特性に応じ、予防保全
と事後保全を適切に組み合わせた維持管理を行う。

管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅰ

予防保全型 
(状態監視保全型)

【管路】
減圧弁 

【施設】 
 土木構造物（配水池等）
建築構造物（施設建屋）

・計画的な巡視・点検・調
査等を定期的に実施す
ることで、施設の劣化
状態を確認し、状態に
応じた対策を行う。

予防保全型 
(時間計画保全型)

【管路】
 導水管、送水管、配水本
管（Φ350 以上）及びΦ
150 以上～Φ350 未満

・各施設・設備の特性に応
じた一定周期（目標耐
用年数等）を予め定め、
対策を行う。

図表4－６ 管理手法の区分表
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の配水本管 
 水管橋、消火栓、空気弁、
仕切弁

【施設】 
 機械設備、電気設備、計
装設備

Ⅱ 事後保全型 

【管路】
 Φ100 以下の配水支管、
水管橋、消火栓、空気弁、
仕切弁

【施設】 
 小型換気設備、照明設備
等 

・異常の兆候（機能低下
等）や予測によって対
策を行う。（故障発生後
に対策を行なう場合も
ある。） 

② 点検・診断等の実施方針 

・管路の保守点検は、日常点検（巡視点検）やＡＩ技術を活用した漏水調査の
結果に基づき、異常兆候の予測によって、修繕等を適切に行うことで管路の
健全性を確保する。 
・施設については、日常点検（巡視点検）に現場点検システムを活用し、日々
の点検結果をシステムに反映する。 

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

・「水道ストックマネジメント計画」の管理手法に沿って、各水道施設を適正に
区分けし、適切に維持管理を行う。
・管路の更新は、管種ごとに目標耐用年数を設定し、超過した管路を順次更新
する。原則、超過年数の大きい管路から優先して更新を行う。
・施設の更新は、各設備に設定した目標耐用年数を基に、耐用年数を超過した
設備割合の多い機場から優先して更新を行う。
・状態監視保全型の管理を行う施設は、適切な時期に点検・調査を行い、ライ
フサイクルコストを考慮して適切な対策（修繕、長寿命化、更新）を行う。
・定期点検結果や工事情報等を設備台帳システムに反映し、積み上げた情報を
基にリスク評価を行い、適切な維持管理と更新を図る。
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④ 安全確保の実施方針 

・管路や施設について、予期せぬ異常や故障によって施設全体の機能が停止す
ることがないように、「水道ストックマネジメント計画」を確実に実施するこ
とで、安全確保を図る。 

⑤ 耐震化の実施方針 

・「新水道耐震化プラン」に基づき、耐震対策として、地震による被害の抑制や
影響を最小化するため、重要給水施設管路の耐震化、主要な基幹管路の耐震
化、施設の耐震化を行う。また応急対策として、応急給水施設を強化するた
め、災害拠点給水設備などの市民が直接給水を受けるための設備を整備・改
修する。 

⑥ 長寿命化の実施方針 

・長寿命化対策は、更新した場合と比較しライフサイクルコストの最小化を図
ることができる場合に採用する。 

⑦ 統合や廃止の推進方針 

・老朽化により水質維持が困難な施設や、管理方法が特殊で維持管理に苦慮し
ている施設、またランニングコストの削減を目的とした計画に位置付けられ
た施設について、更新時期に合わせた統合や廃止、給水区域の再編等の検討
を行い効率的な水運用を進める。

⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・アセットマネジメントの適切な運用によって、発注方法の検討や効率的な事
務執行、必要な財源及び人員の確保、災害対策や緊急時の迅速対応が可能な
配置など、必要な体制構築に努める。 
・各施設の施設管理者の知識・技術の向上への取組を推進するとともに、民間
委託等を活用し効率的な管理体制を構築する。

８ 下水道施設 

（１）これまでの取組と課題 

① これまでの取組 

・下水道事業の方向性を示した「豊田市下水道ビジョン」（2020年 3月）に基
づき、計画的に施策を推進している。 
・これまでも「下水道管路長寿命化計画」に基づき、構築後 30年以上を経過し
ている施設の長寿命化対策を実施してきたが、2018 年 3 月に策定した「豊
田市下水道ストックマネジメント計画」により下水道施設の保守・点検・調



40 

査・改築を計画的・効率的に実施し、施設全体の効率化を図っている。
・「豊田市下水道総合地震対策計画」に基づき、重要な施設から順次、耐震対策
を実施している。 
・管路及び施設において包括的民間委託を導入し、点検・調査などの情報を蓄
積することで、維持管理情報を起点としたマネジメントサイクルを行い、効
率的な維持管理体制を構築している。

② 施設管理の課題 

・膨大な下水道施設の老朽化が加速的に進行することが想定される。それに伴
い、維持管理経費が一時的に集中することで、財政面に大きな影響を及ぼす
ことが懸念される。
・将来的な人口減少や、それによる汚水量減少が見込まれる中で、汚水処理施
設の統廃合を推進し、ライフサイクルコストの削減を図っていくことが必要
である。 
・限られた財源の中で、雨水管路施設全体を早期に耐震化を図ることは難しい
ため、優先順位を定め、地震による被害を軽減する必要がある。 

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

・「豊田市下水道ビジョン」に掲げる老朽化対策を推進するため、リスク評価等
による優先順位を付けた上で、下水道施設の保守・点検・調査と改築・修繕
を行うことで施設全体の最適化を図り、市民への安全・安心な下水道サービ
スの提供と健全な事業運営を継続していく。 
・「下水道ストックマネジメント計画」において、下水道施設の現状把握に基づ
いたリスク評価を踏まえながら、個別施設における管理手法・目標耐用年数
の設定や中長期的な修繕・改築事業の財源調整を行い、点検・調査計画及び
修繕・改築計画を定めていく。 
・「下水道ストックマネジメント計画」は毎年度進捗状況の管理や目標に対する
達成度の評価を行い、5 年を目安に計画内容の精査や見直しを実施する。こ
れらの PDCAサイクルを繰り返すことによって、下水道施設の健全性を保つ。
加えて、点検調査結果情報等を蓄積し、活用することで、計画的な管理を推
進していく。 

① 管理手法 

・下水道施設の計画的な維持管理を行うために、各施設の特性に応じ、予防保
全と事後保全を適切に組み合わせた維持管理を行う。
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管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅰ

予防保全型 
(状態監視保全型)

【管路】
管渠（圧送管を除く。）
 マンホール 
【施設】 
 機械設備等、重要度が
高く劣化状況の把握・
不具合発生時期の予測
が可能な設備等

・計画的な巡視・点検・調
査等を定期的に実施する
ことで、施設の劣化状態
を確認し、状態に応じた
対策を行う。

予防保全型 
(時間計画保全型)

【管路】
 管渠（圧送管） 
【施設】 
 電気設備等、重要度が
高く劣化状況の把握・
不具合発生時期の予測
ができない設備等

・各施設・設備の特性に応
じた一定周期（目標耐用
年数等）を予め定め、対
策を行う。

Ⅱ 事後保全型 

【管路】
原則なし（重要度が低
い末端の管渠等につい
ては可能性を残す。）

【施設】 
重要度が低い設備等

・異常の兆候（機能低下等）
や故障の発生後に対策を
行う。

② 点検・診断等の実施方針 

・腐食しやすい施設、劣化しやすい施設、重要性の高い施設等を考慮してリス
ク評価を行い、適切な点検・調査計画を策定して実施する。施設の耐用年数
や健全度予測を考慮して、適切な時期に点検・調査を実施する。
・点検・調査結果や健全度の判定結果等の情報を蓄積し、データベースを構築
しながら、これを活用して点検・調査計画の定期的な見直しを行い、精度や
効果の向上を図る。 

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針

・「下水道ストックマネジメント計画」の管理区分に沿って、各下水道施設を適

図表4－７ 管理手法の区分表
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正に区分けし、適切に維持管理を行う。
・状態監視保全型の管理を行う施設は、適切な時期に点検・調査を行い、ライ
フサイクルコストを考慮して適切な対策（修繕・改築）を行う。
・点検調査結果や工事情報等を台帳システムに反映し、積み上げた情報を基に
リスク評価を行い、適切な維持管理や改築を図る。

④ 安全確保の実施方針 

・下水道施設について、予期せぬ異常や故障による施設全体の機能が停止する
ことがないよう、「下水道ストックマネジメント計画」を確実に実施すること
で、安全確保を図る。 

⑤ 耐震化の実施方針

・「豊田市下水道総合地震対策計画」に基づき、主要な汚水処理場やポンプ場、
また重要な幹線管路等の耐震化について、優先的に進めていくべき施設や管
路を設定し早期に完了できるよう事業進捗を図る。

⑥ 長寿命化の実施方針 

・下水道施設において、施設の一部交換や管更生工法を長寿命化対策として実
施する。
・長寿命化対策は、更新した場合と比較してライフサイクルコストの最小化を
図ることができる場合に採用する。 

⑦ 統合や廃止の推進方針 

・管路施設については、現時点で代替性がないため施設の統合や廃止は行わな
いものとするが、汚水処理場のうち一部の施設については、広域化を推進し、
施設の統廃合を検討していく。 

⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・アセットマネジメントの適切な運用によって、必要な財源及び人員の確保、
災害対策や緊急時の迅速対応が可能な配置など、必要な体制構築に努める。 
・各施設の施設管理者の知識・技術の向上への取組を推進するとともに、包括
民間委託等を活用し効率的な管理体制を構築する。
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第５章 計画の推進 

１ 全庁的な取組体制の構築

本計画の推進に当たっては、推進体制として設置している普通建設事業マネジメン
ト会議、公共施設等総合管理計画調整会議、各作業部会の中で部局横断的に取り組ん
でいく。 
今後、施設の老朽化、人口減少等により社会環境が大きく変化していく中、公共施
設等の必要規模や担う役割も変化していくことが予想されるため、時代に応じた施設
マネジメントを推進するよう職員研修の開催、先進事例の情報収集等により体制を強
固にする取組も並行して実施していく。

２ フォローアップの実施方針 

本計画の目標指標の達成状況や個別施設計画に基づく取組の進捗状況等について
PDCAサイクルを意識したフォローアップを行い、豊田市総合計画の策定時期等に合
わせ、実態を踏まえた見直しを行う。
ただし、人口や施設需要など計画の前提条件が現実と大きくかい離した場合などは、
必要に応じて適宜計画を見直すものとする。



44 

巻末資料１：公共建築物個別施設計画の概要 

※インフラ施設については、個別施設計画の内容を踏まえて「第 4章 施設ごとの
個別方針」において、施設管理の方針等を取りまとめているため、巻末資料には
掲載しない。

１ 計画の目的 

本計画は「豊田市公共施設等総合管理計画」の基本方針である、「安全・安心な施設
の管理」、「更新時期の平準化と総量抑制を始めとしたトータルコストの縮減」、「施設
の有効活用の促進」、「計画的な管理の推進」の実現に向けて、施設ごとの管理の取組
方針について定めたものである。 

２ 計画の位置付け

本計画は、上位計画である「豊田市公共施設等総合管理計画」に基づいて、施設ご
との管理の取組方針を示すものである。 

３ 対象施設

原則、床面積 100㎡を超える建築物を有する施設 
※2019 年 3月末時点の市有建築物を対象 
※解体・譲渡・売却予定施設、利用予定のない施設等は対象外 
※消防団施設は 100㎡以下も対象 

４ 計画期間 

原則、2021年度から 2026年度までの６年間とする。

図表１ 計画の位置付け

第８次豊田市総合計画

公共施設等総合管理計画

個別施設計画

インフラ施設

・・・道路 河川

公共建築物
・・・学校
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５ 計画の構成・記載内容 

個別施設計画は、原則、用途ごとに策定する「総括表」、施設ごとに策定する「個
別表」、「年次計画表一覧」から構成される（建替え等の予定のある施設は一部書式
を省略）。各表の記載内容は以下の通り。 

構成 記載内容

総括表 
（用途ごと）

1 対象施設（施設名、所在地、基本的な方針等）

2 計画期間

3 目標使用年数

4 対策の優先順位の考え方

個別表 
（施設ごと）

1 施設の概要（施設の所在地・延床面積、棟別の名称・構造・建築年度・床面

積・階数等）

2 個別施設の状態（施設の劣化・損傷の状況や要因、過去の対応状況等）

3 対策内容と実施時期 

（１）基本的な考え方 

（２）取組方針 

１）点検の実施、施設の修繕・更新による安全性の確保

２）施設更新に伴う複合化・集約化、余剰空間の用途転用等による活用促進

３）民間活力の導入による事業推進や運営改善

４）施設の機能向上による利便性向上やランニングコストの縮減

（３）その他、対策を実施する際に考慮すべき事項

年次計画表一覧
（全施設一覧）

計画期間中の各施設における更新や大規模修繕等の予定時期・概算費用 

※実施時期等は劣化状況等に応じて調整

図表２ 構成・記載内容
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６ 用途ごとの対象施設及び基本的な方針 

用途ごとの対象施設及び基本的な方針等は次頁以降に示す通り。

※各用途の記載内容は、「総括表」を転記したものである。 

※各施設の「基本的な方針」で記載されている内容は、2021年 3 月末時点のもの

であるため、適宜、見直す可能性がある。 

※基本的な方針の定義は以下の通り。 

項目 定義

現状維持
部分的な修繕・改修等により、適切な施設管理を行う
※以下のいずれにも該当しない場合は「現状維持」

施設更新 施設の全部もしくは一部の建替えを予定

集約化 同じ用途の複数の施設を１つの施設に統合することを予定

複合化 異なる用途の複数の施設を１つの施設に統合することを予定

用途転用 既存の用途から他の用途に転用して活用することを予定

民間活力の導入
運営等において新たに民間活力の導入を予定
※「ＰＦＩ（維持管理及び運営に民間の有する資金やノウハウ
を活用）」等の導入を新たに行う施設

用途廃止 行政財産の施設を用途廃止し、普通財産にすることを予定

大規模修繕
一定規模以上の修繕を予定
※修繕：劣化した施設の性能・機能を、建設当初の水準まで回
復すること。

大規模改修

一定規模以上の改修を予定
※改修：劣化した施設の性能・機能を、社会変化等により新た
に求められることとなった水準まで（建設当初の水準以上に）
改善すること。

※複数該当する場合は、複数記載する。 

図表３ 基本的な方針の定義
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ コンサートホール・能楽堂 西町 大規模修繕

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 ホール・集会施設

当該施設は芸術文化の振興又は普及に寄与するために設置され、貸館利用並びに公
演等の鑑賞により、多くの利用者を擁している。また、豊田参合館の高層階に位置して
いることから、安全性の確保が最優先事項となる。
対策の実施にあたっては、各部の劣化状況や点検・診断結果を踏まえ、一斉改修年を
定めて集中的・効率的に工事・修繕を実施することで、休館等による利用者への影響を
最小限にとどめる。 
利用者の安全確保を第一に考え、危険度や安全性、法的に問題があるものの対策を

優先する。 

原則、目標使用年数は 57年以上とする。
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【総括表】 

１ 対象施設 
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 猿投コミュニティセンター 四郷町 現状維持
2 松平コミュニティセンター 九久平町 大規模修繕
3 上郷コミュニティセンター 上郷町 大規模修繕
4 高岡コミュニティセンター 高岡町 大規模修繕
5 高橋コミュニティセンター 東山町 現状維持
6 西部コミュニティセンター 本新町 大規模修繕
※猿投コミュニティセンター、松平コミュニティセンター、上郷コミュニティセン
ターには、それぞれ、井郷交流館、松平交流館、上郷交流館の機能が含まれてお
り、交流館の総括表にも記述がある。 

２ 計画期間 
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方 

用途 コミュニティセンター

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

 当該施設は、市民の連帯意識の高揚、健康の増進、ふれあいの場として位置づけられて
おり、一部のコミュニティセンターは支所、交流館、スポーツ施設などの機能も持ち合わ
せている。 
今後、劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら計画
的な施設の維持保全を進めていくことが重要である。 
※井郷交流館、松平交流館、上郷交流館については、交流館の総括表に記述あり 
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【総括表】 

１ 対象施設 
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 基幹集落センター 大沼町 現状維持
2 笹戸生活改善センター笹戸会館 笹戸町 現状維持
3 築羽農村環境改善センター築羽会館 槙本町 現状維持
4 敷島農村環境改善センター敷島会館 杉本町 現状維持
5 浅野会館 浅谷町 大規模修繕
6 小原北部生活改善センター 雑敷町 現状維持
7 石畳ふれあい広場 石畳町 現状維持
8 藤岡ふれあいの館 藤岡飯野町 大規模修繕

２ 計画期間 
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方 

用途 コミュニティ施設

原則、目標使用年数は 57年以上とし、経過年数の古い物から順に更新又は廃止を検討
する。 
ただし、各施設の構造や劣化状況、地域性なども考慮し、随時、計画的に施設更新又は
廃止を検討調整する必要がある。

当該施設は、いずれも地域拠点となる多目的施設として、特に地元の会合や行事、交
流事業等、多彩な用途で利用されており、地域性を考慮した柔軟な機能向上と「持続可
能な地域社会づくり」の拠点となる長期展望的な整備を優先的に検討する必要がある。
また、災害時には指定避難所となり、地元市民の一時的な安息と災害復旧に向けての
最前線機能を担う役割が求められる。 
対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえた維持管理と
ともに、財政負担の平準化等も考慮した、機能維持の修繕・改修を計画的に行うものと
する。 
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【総括表】 

１ 対象施設 
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 青少年相談センター 栄町 大規模修繕
2 青少年センター 小坂本町 大規模修繕 豊田産業文化センター内

２ 計画期間 
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方 

用途 青少年育成施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、青少年・子どもの健全育成を目指し、専門相談員による相談や青少年の社
会参画や自立に向けた支援、自主的な活動の場など青少年活動の拠点となる施設であり、
計画的な整備を進めるため、老朽化などへの対策が必要である。対策の実施にあたって
は、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら、
計画的に行うものとする。
また、青少年センターは豊田産業文化センター内の施設であるため、当該施設の対策の
実施判断を踏まえて対策を行う。
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【総括表】 

１ 対象施設 
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 逢妻交流館 田町 現状維持  

2 旭交流館 小渡町 現状維持  

3 朝日丘交流館 御幸町 大規模修繕  

4 足助交流館 足助町 現状維持  

5 石野交流館・出張所 力石町 現状維持  

6 稲武交流館 稲武町 現状維持  

7 梅坪台交流館 梅坪町 大規模修繕  

8 小原交流館 永太郎町 大規模修繕  

9 猿投北交流館 加納町 大規模修繕  

10 猿投台交流館 青木町 大規模修繕  

11 下山交流館 大沼町 現状維持  

12 浄水交流館 大清水町 現状維持 

13 末野原交流館 豊栄町 大規模修繕  

14 崇化館交流館 昭和町 大規模修繕  

15 高橋交流館 高橋町 大規模修繕  

16 藤岡交流館 藤岡飯野町 現状維持  

17 藤岡南交流館 西中山町 現状維持  

18 豊南交流館 水源町 大規模修繕  

19 保見交流館・出張所 保見町 現状維持  

20 前林交流館 前林町 現状維持  

21 益富交流館 志賀町 大規模修繕  

22 美里交流館 美里 大規模修繕  

23 美里交流館駐車場 美里 現状維持  

24 竜神交流館 竜神町 大規模修繕  

25 若園交流館 花園町 施設更新・複合化 若園中学校技術科棟と合築予定

26 若林交流館 若林東町 大規模修繕  

※井郷、上郷、松平交流館はコミュニティセンターの総括表に含まれる。

用途 交流館
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２ 計画期間 
  2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。 

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

交流館は、地域の拠点施設として、地域住民、地域団体、企業等の事業者などと互いに
コミュニケーションをとりながら、あらゆる世代が地域に愛着を持ち、それぞれの持て
る力を生かしあって活躍する「自立した地域社会の実現」を目指す施設である。その中
で、「原則、1中学校区１交流館」の設置としている。
築 30年以上の「藤岡南、稲武、足助、小原、旭、下山、猿投台、井郷、梅坪台、松平、
崇化館、益富、末野原、上郷交流館」があり、施設の築年数、劣化状況、利用状況等から、
必要な対策や実施時期を総合的に判断する。また、支所併設交流館については、支所の修
繕時期と合わせることで効率化を図る。

目標使用年数は 57年以上とする。ただし、他施設との合築・複合化・機能集約の必要
が生じた場合は、総合的に判断する。 
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【総括表】 

１ 対象施設 
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 童子苑 小坂本町 現状維持
2 陶芸資料館 平戸橋町 現状維持
3 民芸館 平戸橋町 現状維持
4 喜楽亭 小坂本町 現状維持
5 猿投棒の手ふれあい広場 猿投町 現状維持
6 民芸の森 平戸橋町 現状維持
7 隅櫓 小坂本町 現状維持
8 豊田市近代の産業とくらし発見館 喜多町 現状維持
9 旧鈴木家住宅 足助町 現状維持 修理工事中
10 六鹿会館 高岡町 現状維持
11 歌舞伎伝承館 永太郎町 現状維持
12 小原和紙のふるさと 永太郎町 現状維持
13 旧田口家住宅 足助町 現状維持

２ 計画期間 
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方 

用途 文化・文化財施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

「文化・文化財施設」は展示施設として、多くの方が利用し、特に、猿投棒の手ふ
れあい広場、喜楽亭、隅櫓、六鹿会館は、貸館として市民の生涯学習や交流、ふれあ
いの場になっており、多くの市民が日常的に利用しているため優先的に必要な対策を 
講じる必要がある。  
なお、対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果を踏まえ、財政
負担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】 

１ 対象施設 
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 地域文化広場 西田町 現状維持  

2 豊田市自然観察の森 東山町 現状維持  

3 とよた科学体験館 小坂本町 大規模修繕 豊田産業文化センター内

4 平戸橋いこいの広場 平戸橋町 現状維持  

5 環境学習施設「eco-T(エコット)」 渡刈町 現状維持  

6 豊田市交通安全学習センター 池田町 現状維持  

２ 計画期間 
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方 

用途 社会教育施設

目標使用年数は 57年以上とする。
ただし、他施設との合築・複合化・機能集約の必要が生じた場合は、総合的に判断す
る。 

当該施設は、市民の学習や交流、ふれあいの場として年齢を問わず多くの市民が日常
的に利用しており、安全・安心や衛生的な施設環境が求められる。また、時代のニーズ等
に応じて施設・設備等を改修する必要があり、施設の老朽劣化や点検・診断結果等を踏ま
え、財政負担の平準化等も考慮しながら、計画的に検討する。ただし、施設運営や安全・
安心に関わる対策は優先順位を上げて対応する。 
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 中央図書館 西町 大規模修繕
2 こども図書室 高橋町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 図書館

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、市民の生涯学習や交流、ふれあいの場として多くの市民が日常的に利用
している施設であり、利用促進、安全性の確保を優先的に進める必要がある。
なお、対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負
担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 松平郷館 松平町 大規模修繕
２ 足助資料館 足助町 現状維持
３ 藤岡民俗資料館 藤岡飯野町 現状維持 登録文化財
４ 足助中馬館 足助町 現状維持 指定文化財
５ 旭郷土資料館 浅谷町 現状維持
６ 稲武郷土資料館 黒田町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 資料館

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

各資料館における対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果を踏ま
え、財政負担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。特に、足助中馬館、
藤岡民俗資料館は、文化財として重要な建物であり、優先的に修繕等を実施する。 
また、今後は、施設を維持するのみではなく、集客性を高めるための各資料館の展示機
能の充実等や、管理運営の効率化を、費用対効果を踏まえながら検討する必要がある。 
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 鞍ケ池緑地 矢並町 民間活力の導入・大規模修繕 Ｐ－ＰＦＩ等の導入
２ 古瀬間墓園 古瀬間町 現状維持
３ 西山公園 西山町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 公園施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の 
平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。 
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【総括表】 

１ 対象施設 
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 猿投公園 高町 大規模修繕
２ 毘森公園 小坂町 現状維持
3 柳川瀬公園 畝部東町 大規模修繕
4 豊田市勘八漕艇庫 勘八町 現状維持
5 豊田市高岡公園体育館 中田町 大規模修繕
6 豊田市東山体育センター 宝来町 現状維持
7 豊田市五ケ丘運動広場 五ケ丘 現状維持
8 豊田市西部体育館 西新町 大規模修繕
9 井上公園水泳場 井上町 現状維持
10 旭総合体育館 下切町 現状維持
11 旭弓道場 下切町 大規模修繕
12 旭Ｂ＆Ｇ海洋センター 時瀬町 現状維持
13 下山トレーニングセンター 大沼町 現状維持
14 下山西部プール 下山田代町 現状維持
15 緑の公園 市場町 大規模修繕
16 小原ふれあい公園 小原町 現状維持
17 足助トレーニングセンター 足助町 現状維持
18 ふれあいセンター萩野 桑田和町 現状維持
19 足助プール 足助町 現状維持
20 藤岡体育センター 藤岡飯野町 現状維持

２ 計画期間 
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方 

用途 スポーツ施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、幅広い年齢層の市民が日常的にスポーツを楽しむ施設であり、ふれあい
の場としても幅広く活用される機能を有している。今後も、この機能を引き続き維持す
ることを基本とする。 
そのためには劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しな

がら計画的な施設の維持保全を進めていくことが重要である。
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当該施設は、地域資源であり、多くの人々を地域に呼び込んで、地域に利益をもたら
す施設である。 
地域資源を生かすために、劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化
等も考慮しながら計画的な施設の維持保全を進める。

【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要 

1 松平地区観光施設（松平郷） 松平町 現状維持

2 旭高原自然活用村 旭八幡町 現状維持 

3 どんぐりの里 武節町 大規模修繕

4 大井平公園 稲武町 現状維持

5 三河湖観光センター 羽布町 現状維持

6 手づくり工房山遊里 羽布町 現状維持

7 香恋の館 羽布町 大規模修繕

8 西町活性化施設 足助町 現状維持

9 香嵐渓園地 足助町 現状維持
10 足助緑の村施設 足助町 現状維持
11 田町活性化施設 足助町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 観光施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 高橋スポーツクラブハウス 高橋町 現状維持
２ かみごうスポーツクラブクラブハウス 畝部東町 現状維持
３ 美里スポーツクラブハウス 宝来町 現状維持
４ 朝日丘スポーツクラブハウス 御幸町 現状維持
５ 若園スポーツクラブハウス 吉原町 現状維持
６ まえばやしスポーツクラブハウス 中田町 現状維持
７ しもやまスポーツクラブ クラブハウス 大沼町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 スポーツクラブハウス

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、ほとんどの施設が約 10 年～15 年前に建築されたが、建築後約 50 年経
過している施設もある。建築物の構造等も考慮しつつ、年数を経過している施設の修繕
を優先的に実施することを検討し、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負
担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 農村環境改善センター 高岡町 現状維持
２ 農林漁家高齢者センター 夏焼町 現状維持
３ 農ライフ創生センター下山研修所 和合町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 産業施設（農業）

原則、目標使用年数は 57年以上とし、施設の老朽化により機能維持が困難となる時点
まで使用する。ただし、運営見直しによって、廃止を検討する場合がある。

当該施設は、主に山間部での農林漁業の構造改善施設として利用しており、今後の運
営方針を考慮しつつ対策を進める必要がある。 
なお、対策の実施に当たっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負
担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 豊田市森林会館 東広瀬町 現状維持
２ 旭農林会館 小渡町 現状維持
３ 御内市有林 御内町 現状維持
４ 鼎館 御内町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 産業施設（林業）

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、林業の振興に寄与する市民が活用しており、古い施設が多く老朽化が目
立つが、林業の復興及び衰退防止に必要な施設である。
なお、対策の実施にあたっては、施設の役割や利用状況、老化状況や点検・診断結果等
を踏まえ、財政負担の平準化も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ コモ・スクエア ウェスト（店舗等） 喜多町 現状維持
２ ＫｉＴＡＲＡシネマコンプレックス 喜多町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 商業施設

建物全体としては民間の施設であり、管理運営会社が市有建物の部分も含めて一体的
に管理しているため、その運営に準ずるものとする。 

民間の施設であり、状況に応じた対応とする。 
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 稲武どんぐり工房 武節町 現状維持
２ 豊田市里山くらし体験館 新盛町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 産業体験施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。 

当該施設は、産業体験の場として多くの利用者が利用している。利用者のニーズに応
えるための対策は、費用対効果を踏まえて検討する。 
なお、対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負
担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 食肉センター 秋葉町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 食肉センター

目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、市の畜産振興や市民への食肉の安定供給など一定の公益性を有する施設
である。施設運営においては、と畜作業に伴い汚泥処理が発生するため、周辺住環境向上
のため、環境対策も兼ねた建物の維持管理と安全の確保が求められる。
なお、対策の実施にあたっては、施設の老化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負
担の平準化も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

＜小学校＞ 
施設名 所在地 基本的な方針 摘要

1 童子山小学校 御幸町 大規模改修 
2 拳母小学校 平芝町 大規模改修 
3 根川小学校 下林町 大規模改修 
4 小清水小学校 田町 大規模改修 
5 前山小学校 前山町 大規模改修 
6 山之手小学校 山之手 大規模改修 
7 美山小学校 美山町 大規模改修 
8 寺部小学校 上野町 現状維持 
9 平井小学校 百々町 大規模改修 
10 野見小学校 野見町 現状維持 
11 古瀬間小学校 志賀町 大規模改修 
12 矢並小学校 矢並町 現状維持 
13 高嶺小学校 広美町 大規模改修 
14 寿恵野小学校 鴛鴨町 大規模改修 
15 畝部小学校 畝部西町 大規模改修 
16 堤小学校 堤本町 大規模改修 
17 若園小学校 中根町 大規模改修 
18 竹村小学校 住吉町 現状維持 
19 駒場小学校 駒場町 現状維持 
20 大林小学校 大林町 大規模改修 
21 大畑小学校 大畑町 大規模改修 
22 伊保小学校 保見町 現状維持 
23 加納小学校 加納町 大規模改修 
24 青木小学校 青木町 大規模改修 
25 西広瀬小学校 西広瀬町 現状維持 
26 東広瀬小学校 東広瀬町 現状維持 
27 中金小学校 中金町 現状維持 

用途 学校施設
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28 上鷹見小学校 上高町 大規模改修 
29 幸海小学校 幸海町 大規模改修 
30 岩倉小学校 岩倉町 大規模改修 
31 九久平小学校 九久平町 大規模改修 
32 滝脇小学校 滝脇町 大規模修繕 
33 豊松小学校 坂上町 現状維持 
34 東山小学校 渋谷町 大規模改修 
35 元城小学校 八幡町 現状維持 
36 梅坪小学校 梅坪町 大規模改修 
37 朝日小学校 朝日町 大規模改修 
38 若林東小学校 若林東町 現状維持 
39 東保見小学校 保見ケ丘 大規模改修 
40 四郷小学校 四郷町 大規模改修 
41 浄水小学校 浄水町 大規模改修 
42 平和小学校 平和町 大規模改修 
43 市木小学校 市木町 大規模改修 
44 若林西小学校 若林西町 現状維持 
45 衣丘小学校 三軒町 大規模改修 
46 土橋小学校 土橋町 現状維持 
47 広川台小学校 渋谷町 大規模改修 
48 井上小学校 井上町 大規模改修 
49 五ケ丘小学校 五ケ丘 大規模改修 
50 西保見小学校 保見ケ丘 大規模改修 
51 五ケ丘東小学校 五ケ丘 大規模改修 
52 浄水北小学校 浄水町 現状維持 
53 飯野小学校 藤岡飯野町 大規模改修 
54 石畳小学校 石畳町 大規模修繕 
55 御作小学校 御作町 大規模改修 
56 中山小学校 西中山町 大規模改修 
57 道慈小学校 千洗町 大規模改修 
58 本城小学校 市場町 現状維持 
59 小原中部小学校 遊屋町 現状維持 
60 足助小学校 足助町 大規模改修 
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61 冷田小学校 四ツ松町 大規模修繕 
62 追分小学校 近岡町 大規模修繕 
63 佐切小学校 上脇町 大規模修繕 
64 則定小学校 則定町 大規模修繕 
65 萩野小学校 桑田和町 大規模改修 
66 明和小学校 平沢町 大規模修繕 
67 新盛小学校 新盛町 大規模修繕 
68 大蔵小学校 大蔵町 大規模改修 
69 御蔵小学校 御蔵町 大規模修繕 
70 花山小学校 下山田代町 大規模改修 
71 大沼小学校 大沼町 現状維持 
72 巴ケ丘小学校 大桑町 大規模改修 
73 小渡小学校 下切町 大規模改修 
74 敷島小学校 杉本町 大規模改修 
75 稲武小学校 稲武町 大規模改修 

＜中学校＞
施設名 所在地 基本的な方針 摘要

1 崇化館中学校 栄町 大規模改修 
2 朝日丘中学校 朝日ケ丘 大規模改修 
3 豊南中学校 水源町 大規模改修 
4 高橋中学校 高橋町 大規模改修 
5 上郷中学校 上郷町 大規模改修 
6 高岡中学校 若林西町 大規模改修 
7 保見中学校 保見町 大規模改修 
8 猿投中学校 加納町 現状維持 
9 猿投台中学校 青木町 大規模改修 
10 石野中学校 力石町 現状維持 
11 松平中学校 九久平町 現状維持 
12 竜神中学校 竜神町 大規模改修 
13 美里中学校 美里 大規模改修 
14 逢妻中学校 新町 大規模改修 

15 若園中学校 花園町 
大規模改修・ 
施設更新・複合化

若園交流館と一部合築予定
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16 梅坪台中学校 西山町 大規模改修 
17 前林中学校 前林町 大規模改修 
18 益富中学校 志賀町 大規模改修 
19 末野原中学校 豊栄町 大規模改修 
20 井郷中学校 井上町 大規模改修 
21 浄水中学校 大清水町 現状維持 
22 藤岡中学校 木瀬町 大規模改修 
23 藤岡南中学校 西中山町 現状維持 
24 小原中学校 永太郎町 大規模改修 
25 足助中学校 足助町 大規模改修 
26 下山中学校 大沼町 大規模改修 
27 旭中学校 杉本町 大規模改修 
28 稲武中学校 桑原町 現状維持 

＜特別支援学校＞
施設名 所在地 基本的な方針 摘要

1 豊田特別支援学校 大清水町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

原則、目標使用年数は 80年以上とする。 

当該施設は、建設から30年以上経過している建物が大半を占めており、児童生徒が安
全・安心で快適に学べる教育環境を維持するために、施設の老朽化への対応や、社会環境
の変化に伴う新たなニーズ（多様な学習活動の実施、安全性への配慮、環境負荷の低減、
地域との連携等）に対応した整備が必要である。加えて、特別支援学校については、障が
いの重度・重複化、多様化等の状況を踏まえつつ、障がいのある児童生徒の一人一人の教
育的ニーズに対応した施設環境づくりが重要である。 
それらを踏まえ、国が示す使用年数80年を目標に、施設の状態に応じ、長期にわたって
使い続けるために、長寿命化改修を実施する必要がある。 
実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等
も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 東部給食センター 東山町 現状維持
２ 中部給食センター 栄生町 大規模修繕
３ 南部給食センター 竹元町 現状維持
４ 平和給食センター 平和町 現状維持
５ 稲武給食センター 稲武町 現状維持
６ 足助給食センター 足助町 現状維持
７ 栄養指導センター 平和町 現状維持

２ 計画期間
2021 年度から 2026年度までの6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 給食センター

原則、目標使用年数は57年以上とする。
ただし、老朽化の状況、施設の特性を鑑み、更新の検討を進める 

本施設は、市内の小中学校、こども園に給食を提供する施設である。食品を扱う施設の
ため衛生管理が重要である。更新や改修・修繕は、原則、休業期間中に行う必要がある。
また、社会的要請への対応として、未対応施設については、食物アレルギー対応を検討す
る必要がある。 
なお、対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負
担の平準化等も考慮しながら計画的に行うものとする。 
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 総合野外センター 坂上町 大規模修繕

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 野外活動施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、宿泊体験を中心とした野外活動や集団活動などを行うための青少年育成
施設である。対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財
政負担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 豊田市教職員会館 保見町 大規模修繕

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 研究･研修施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

施設の劣化状況や点検・調査結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら
優先順位をつけ、計画的に対策を行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 豊田高等職業訓練校 陣中町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 その他学校施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、職業訓練法人等の団体や中小企業の事業主等が従業員等に職業訓練を実
施し、職業の安定と地位の向上を図ることを目的に設置されている。今後、職業訓練や勉
強会の実施等により必要な対策を検討していく。 
なお、対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負
担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 朝日こども園 日南町 現状維持 
2 上郷こども園 上郷町 現状維持 
3 挙母こども園 挙母町 現状維持 
4 住吉こども園 住吉町 現状維持 
5 トヨタこども園 水源町 大規模改修 
6 童子山こども園 小坂町 現状維持 
7 野見こども園 美里 大規模改修 
8 平山こども園 平山町 大規模改修 
9 藤薮こども園 豊栄町 現状維持 
10 宮口こども園 宮口町 現状維持 
11 美和こども園 百々町 現状維持 
12 山之手こども園 山之手 大規模改修 
13 若林こども園 若林東町 現状維持 
14 伊保こども園 保見町 大規模改修 
15 今こども園 今町 大規模修繕 
16 畝部こども園 畝部西町 現状維持 民間移管済
17 梅坪こども園 梅坪町 大規模修繕・大規模改修 
18 永新こども園 永覚新町 現状維持 
19 大畑こども園 篠原町 現状維持 
20 大林こども園 大林町 現状維持 
21 上鷹見こども園 上高町 大規模修繕 
22 越戸こども園 越戸町 大規模修繕・大規模改修 
23 駒場こども園 駒場町 大規模改修 
24 寿恵野こども園 鴛鴨町 現状維持 民間移管済
25 高嶺こども園 和会町 民間活力の導入 民間移管予定
26 高美こども園 若林西町 大規模改修 
27 竹村こども園 中町 現状維持 民間移管済

用途 こども園
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28 堤こども園 本田町 現状維持 民間移管済
29 堤ケ丘こども園 堤町 大規模修繕・大規模改修 
30 透成こども園 西広瀬町 大規模修繕 
31 渡刈こども園 渡刈町 大規模改修 
32 豊松こども園 豊松町 大規模修繕・大規模改修 
33 中金こども園 城見町 大規模修繕・大規模改修 
34 中根山こども園 高岡本町 現状維持 
35 根川こども園 下林町 大規模改修 
36 ひかりこども園 矢並町 大規模修繕・大規模改修 
37 東広瀬こども園 東広瀬町 大規模改修 
38 東山こども園 渋谷町 大規模改修 
39 平井こども園 百々町 現状維持 
40 広沢こども園 舞木町 大規模改修 
41 御船こども園 御船町 現状維持 
42 竜神こども園 竜神町 現状維持 民間移管済
43 若園こども園 中根町 現状維持 
44 若宮こども園 若宮町 大規模修繕 
45 本地こども園 本地町 大規模改修 
46 高橋こども園 水間町 大規模改修 
47 足助まゆみこども園 足助町 現状維持 
48 中山こども園 西中山町 現状維持 
49 大沼こども園 大沼町 大規模改修 
50 石畳こども園 白川町 大規模改修 
51 御作こども園 御作町 大規模修繕・大規模改修 
52 飯野こども園 藤岡飯野町 大規模修繕 
53 木瀬こども園 木瀬町 大規模修繕 
54 東部こども園 羽布町 大規模改修 
55 小渡こども園 下切町 大規模修繕 
56 杉本こども園 杉本町 大規模修繕 
57 道慈こども園 乙ケ林町 現状維持 
58 北栄こども園 下仁木町 現状維持 
59 大草こども園 小原町 現状維持 
60 稲武こども園 武節町 大規模改修 
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61 足助もみじこども園 岩神町 大規模修繕・大規模改修 
62 則定こども園 則定町 現状維持 
63 大蔵こども園 大蔵町 大規模修繕 
64 冷田こども園 冷田町 大規模修繕 
65 益富こども園 志賀町 現状維持 
66 松平こども園 九久平町 現状維持 
67 寺部こども園 上野町 現状維持 

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、幼児教育・保育施設として計画的な整備を進めるため、老朽化などへの対
策が必要である。対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏ま
え、財政負担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 志賀子どもつどいの広場 志賀町 大規模修繕
2 柳川瀬子どもつどいの広場 畝部東町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 こども園（支援センター）

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、育児に関する相談への対応や親子で参加できる催しなどを開催する施設
であるため、老朽化などへの対策が必要である。対策の実施にあたっては、施設の劣化状
況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うもの
とする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 朝日小学校放課後児童施設 朝日町 現状維持
２ 若林西小学校放課後児童施設 若林西町 現状維持
３ 若園小学校放課後児童施設 中根町 現状維持
４ 浄水北小学校放課後児童施設 浄水町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 放課後児童クラブ

メーカーの耐用年数等を考慮し、劣化状況を注視しながら適切に使用する。

当該施設は、放課後児童クラブで多数の児童が生活する施設であり、安全の確保を優
先的に進める必要がある。
なお、対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負
担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 本庁舎 西町ほか 大規模修繕
２ 市役所立体駐車場 神田町 現状維持
３ 藤岡支所 藤岡飯野町 現状維持
４ 下山支所 大沼町 大規模修繕
５ 小原支所 小原町 現状維持
６ 旭支所 小渡町 現状維持
７ 足助支所 足助町 現状維持
８ 稲武支所 稲武町 大規模修繕
９ 旭支所倉庫 島崎町 現状維持
10 元城庁舎 元城町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 庁舎等

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平
準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。 
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 中消防署東分署 岩滝町 現状維持
２ 北消防署保見出張所 篠原町 現状維持
３ 中消防署松平出張所 九久平町 大規模修繕
４ 南消防署 和会町 大規模修繕
５ 北消防署力石出張所 力石町 現状維持
６ 消防本部・中消防署 長興寺 大規模修繕
７ 中消防署逢妻分署 丸根町 現状維持
８ 南消防署西分署 聖心町 現状維持
９ 北消防署 四郷町 現状維持
10 北消防署藤岡小原分署 木瀬町 大規模修繕
11 足助消防署下山出張所 大沼町 現状維持
12 南消防署末野原分署 鴛鴨町 現状維持
13 足助消防署 桑田和町 現状維持
14 足助消防署旭出張所 浅谷町 大規模修繕
15 南消防署高岡出張所 高丘新町 現状維持
16 足助消防署稲武出張所 稲武町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 消防署

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

 当該施設は、広大な市域を有する本市において、消防活動や災害対応を担う重要な拠
点であるとともに、超高齢社会に対応した救急出動のニーズも高まっていることから、
施設が機能不全に陥り活動に支障をきたすことがないよう、劣化状況や点検・診断結果
等を踏まえて計画的に維持保全を行っていく必要がある。それらの実施に当たってはコ
ストの縮減や財政負担の平準化等にも配慮する。 
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 1-1-1 元城 元城町 現状維持
2 1-1-1 竹生 竹生町 大規模修繕
3 1-1-2 平芝 平芝町 現状維持
4 1-1-3 梅坪 京町 大規模修繕
5 1-2-2 小坂 小坂町 現状維持
6 1-2-3 下市場 下市場町 大規模修繕
7 1-2-3 金谷 金谷町 現状維持
8 1-2-4 長興寺 長興寺 現状維持
9 1-3-1 宮口 宮口町 現状維持
10 1-3-1 宮上 宮上町 大規模修繕
11 1-3-2 本新 本新町 現状維持
12 1-3-2 千足 千足町 現状維持
13 1-3-3 深田 柿本町 大規模修繕
14 1-3-3 本地 本地町 大規模修繕
15 1-4-1 今 今町 大規模修繕
16 2-1-1 高橋 高橋町 大規模修繕
17 2-1-2 上野 上野町 現状維持
18 2-2-1 扶桑 扶桑町 大規模修繕
19 2-2-1 百々 百々町 現状維持
20 2-2-2 池田 池田町 現状維持
21 2-2-3 矢並 矢並町 現状維持
22 2-2-3 山中 山中町 現状維持
23 2-3-1 野見 野見町 現状維持
24 2-3-2 広川 広川町 現状維持
25 2-3-3 大見 大見町 大規模修繕
26 2-4-1 九久平 九久平町 現状維持
27 2-4-2 幸海 幸穂台 現状維持
28 2-4-2 穂積 穂積町 現状維持
29 2-5-1 林添 林添町 現状維持
30 2-5-2 松平 松平町 現状維持
31 3-1-1 鴛鴨 鴛鴨町 現状維持
32 3-1-2 大林 大林町 現状維持
33 3-1-3 渡刈 渡刈町 大規模修繕
34 3-1-3 豊栄 豊栄町 現状維持

用途 消防団詰所格納庫
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35 3-2-4 福受 福受町 現状維持
36 3-2-4 和会 和会町 現状維持
37 3-3-1 土橋 土橋区画整理事業 49Ｂ-1Ｌ 現状維持
38 3-3-2 本 本町 現状維持
39 3-3-1 若林 若林東町 大規模修繕
40 3-4-3 花園 花園町 現状維持
41 3-5-1 堤 堤町 大規模修繕
42 3-5-1 上丘 上丘町 現状維持
43 3-5-2 西岡 西岡町 現状維持
44 3-5-3 中田 中田町 大規模修繕
45 4-1-2 篠原 篠原町 現状維持
46 4-1-3 保見 保見町 大規模修繕
47 4-1-3 東保見 東保見町 大規模修繕
48 4-1-3 田籾 田籾町 現状維持
49 4-1-4 貝津 貝津町 現状維持
50 4-1-4 伊保 伊保町 現状維持
51 4-2-1 猿投 猿投町 大規模修繕
52 4-2-2 亀首 亀首町 大規模修繕
53 4-2-2 舞木 舞木町 現状維持
54 4-3-2 御船 御船町 現状維持
55 4-3-3 越戸 平戸橋町 現状維持
56 4-3-3 花本 花本町 大規模修繕
57 4-3-4 西広瀬 西広瀬町 現状維持
58 4-4-1 東広瀬 東広瀬町 大規模修繕
59 4-4-1 小峯 小峯町 現状維持
60 4-4-1 力石 力石町 現状維持
61 4-4-3 寺下 寺下町 現状維持
62 4-4-4 中金 中金町 現状維持
63 4-4-4 芳友 芳友町 現状維持
64 4-4-4 野口 野口町 現状維持
65 4-4-4 中切 中切町 現状維持
66 5-2-1 西中山 西中山町 現状維持
67 5-3-2 上川口 上川口町 大規模修繕
68 5-4-2 折平 折平町 現状維持
69 5-4-3 白川 白川町 現状維持
70 6-1-1 大平 大平町 現状維持
71 6-3-1 永太郎 永太郎町 大規模修繕
72 7-2-1 足助宮平 足助町 現状維持
73 7-3-2 国谷 国谷町 現状維持
74 7-5-2 明川 明川町 大規模修繕
75 7-6-1 新盛 新盛町 現状維持
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76 8-1-1 下山田代 下山田代町 大規模修繕
77 8-1-2 花沢 花沢町 大規模修繕
78 8-2-1 大沼 大沼町 現状維持
79 8-3-1 蘭 蘭町 大規模修繕
80 3-3-3 和合 和合町 現状維持
81 8-4-2 立岩 立岩町 大規模修繕
82 8-4-3 羽布 羽布町 現状維持
83 9-1-2 小渡 小渡町 現状維持
84 9-3-2 加塩 加塩町 現状維持
85 9-4-1 槙本 槙本町 現状維持
86 10-2-1 小田木 小田木町 現状維持
87 10-2-1 御所貝津 御所貝津町 大規模修繕
88 2-2-2 岩滝 岩滝町 現状維持
89 8-4-1 阿蔵 阿蔵町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

消防団詰所は、消防団各分団の活動拠点として、団員の待機、打合せ、消防車両等機械
器具の保管、維持管理のための重要な施設であり、引き続き維持することを基本とする。
そのため、劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら計
画的な施設の維持保全が必要である。 
 また、人口の推移によっては、分団規模の縮小や統廃合も視野に入れた検討が必要で
ある。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 暖 平芝町 現状維持
２ 第二ひまわり 平芝町 現状維持
３ サンアビリティーズ豊田 西山町 大規模修繕
４ 豊田市知的障がい者グルームホーム喜多ハウス 喜多町 現状維持
５ 障害者福祉会館 西山町 大規模修繕
６ けやきワークス 栄町 大規模修繕
７ さくらワークス 大成町 大規模修繕
８ 豊田市こども発達センター 西山町 大規模修繕
９ ひまわり 西山町 大規模修繕
10 ジョイナスさかえ（栄作業所） 栄町 現状維持
11 ジョイナスたかおか（旧高岡公民館） 若林西町 現状維持
12 ジョイナスえかく（永覚作業所） 永覚町 現状維持
13 ジョイナスつかさ（旧朝日丘交流館） 司町 現状維持
14 風音・樹音・海音（旧けやきワークス） 栄生町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 障がい福祉施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

 当該施設は、障がいのある方の社会・文化・経済その他あらゆる分野の活動への参加
や、生活の場の選択の機会などを拡大させるものであり、その機能を維持することを基
本とする。 
そのためには劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しな

がら計画的な施設の維持保全を進めていくことが重要である。 
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 藤岡福祉センターふじのさと 藤岡飯野町 大規模修繕
２ 稲武福祉センター 桑原町 大規模修繕
３ 小原福祉センターふくしの里 沢田町 大規模修繕
４ 老人福祉センターぬくもりの里 池島町 大規模修繕
５ 下山保健福祉センターまどいの丘 神殿町 大規模修繕
６ 豊田市福祉センター 錦町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 福祉センター

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

 当該施設は、福祉サービスの提供及び担い手育成の場としての福祉活動の中核拠点とし
て、ボランティア活動の支援・各種福祉相談・社会福祉の事業並びに福祉団体の活動の場
を提供する施設であり、その機能を維持することを基本とする。
そのためには、劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しな
がら計画的な施設の維持保全を進めていくことが重要である。 
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 豊田市百年草 足助町 大規模修繕
２ 老人福祉センター豊寿園 渡刈町 大規模修繕

３ 高齢者温泉休養施設「寿楽荘」 平畑町 大規模修繕 

４ 東山デイサービスセンター 東山町 現状維持
５ 足助まめだ館 足助町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 高齢者福祉施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

 当該施設は、年々高齢化が進んでいる日本社会において特に重要な施設である。した
がって、今後も安定的に機能を維持していくことが求められる。 
このニーズに応えるためには、劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平
準化等も考慮しながら計画的な施設の維持保全を進めていくことが重要である。 
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 福祉就業センター 山室花はうす 室町 現状維持
２ 下山憩の家 大沼町 現状維持 
３ 豊田市福祉就業センター「ふれあいの家」 喜多町 大規模修繕

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 福祉作業センター

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、高齢者および障がい者に就業機会を提供し、生きがいづくり及び社会参
加を促進するための施設であり、老朽化などへの対策が必要である。
対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の
平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 老人憩の家あさひ荘 加塩町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの６年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 介護予防拠点施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

 当該施設は、高齢者の生きがいづくりや介護予防活動を推進するための施設である。ま
た各種研修会や趣味の活動の場としても利用可能である。 
そのためには劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しなが
ら計画的な施設の維持保全を進めていくことが重要である。 
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 乙ケ林診療所 乙ケ林町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 医療施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら
計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 丸山住宅 丸山町 大規模修繕
２ 中河原住宅 東梅坪町 大規模修繕
３ 流田住宅 広久手町 大規模修繕
４ 仲道住宅 小坂町 大規模修繕
５ 一ノ木住宅 明和町 大規模修繕
６ 牛車住宅 朝日ケ丘 大規模修繕
７ 朝日ケ丘住宅 朝日ケ丘 大規模修繕
８ 水源町住宅 前山町ほか 大規模修繕
９ 市木町住宅 市木町 大規模修繕
10 東山住宅 東山町 大規模修繕
11 松平志賀住宅 松平志賀町 集約化
12 初吹住宅 京ケ峰 現状維持
13 岩倉住宅 岩倉町 集約化
14 美和住宅 美和町 大規模修繕
15 浜居場住宅 志賀町 現状維持
16 手呂住宅 手呂町 大規模修繕
17 京ケ峰住宅 京ケ峰 大規模修繕
18 神上住宅 志賀町 大規模修繕
19 志賀第１住宅 志賀町 大規模修繕
20 志賀第２住宅 志賀町 大規模修繕
21 中根住宅 中根町 大規模修繕
22 新婚者住宅「すまいる聖心」 聖心町 大規模修繕
23 大沼住宅 大沼町 大規模修繕
24 桑田和住宅 桑田和町 大規模修繕
25 千野住宅 桑田和町 大規模修繕
26 おちべ住宅 足助町 大規模修繕
27 井ノ口住宅 井ノ口町 大規模修繕
28 近岡住宅 近岡町 大規模修繕
29 高嶺下住宅 野林町 大規模修繕
30 飯野住宅 藤岡飯野町 大規模修繕
31 笹戸住宅 笹戸町 大規模修繕
32 杉本住宅 杉本町 大規模修繕
33 柏ケ洞住宅 柏ケ洞町 大規模修繕
34 遊屋住宅「ゆうゆう」 遊屋町 大規模修繕

用途 市営住宅
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35 乳母ケ入住宅 黒田町 大規模修繕
36 乳母ケ入ハイツ 黒田町 大規模修繕
37 ソト田住宅 武節町 大規模修繕
38 ソト田住宅第２ 武節町 現状維持
39 梶畑住宅 桑原町 大規模修繕
40 コーポ梶畑 桑原町 大規模修繕
41 今朝平住宅 足助町 現状維持
42 鐘鋳場住宅 桑原町 現状維持
43 梶畑ハイツ 桑原町 大規模修繕
44 エビネの里 杉本町 大規模修繕
45 樹木住宅 樹木町 大規模修繕

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

原則、目標使用年数は 57年以上とする。
ただし、岩倉住宅については、松平志賀住宅との再編成整備事業に合わせて集約化（使
用年数 53～56年）を行うものとする。

当該施設は、住宅確保要配慮者に対しての低廉な賃貸住宅の供給、山村地域等の地域
活性化やコミュニティ維持のための一時的な住宅供給を目的としている。入居者の適正
な居住環境を図るため、建築年代が古く、また、近年の住宅水準から著しく乖離している
住宅の施設更新を検討する。 
また、築年数が目標使用年数に満たしていない住宅については、施設の劣化状況や点
検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら、計画的に修繕を行い、機
能維持を行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 豊田市清掃事業所 渡刈町 大規模修繕
２ 勘八不燃物処分場 勘八町 現状維持
３ 渡刈クリーンセンター 渡刈町 大規模改修
４ 緑のリサイクルセンター 枝下町 大規模改修
５ 藤岡プラント 下川口町 現状維持
６ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装資源化施設 渡刈町 現状維持
７ 砂川衛生プラント みよし市三好丘 現状維持
８ グリーン・クリーンふじの丘 藤岡飯野町 現状維持
９ ごみ収集車車庫 渡刈町 現状維持
10 逢妻衛生プラント 前林町 現状維持

２ 計画期間
2018 年度から 30年間とする。
※上記、「基本的な方針」は 2021年度から 2026年度までの 6年間の内容

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 ごみ処理施設

施設の劣化状況や、廃棄物処理施設長寿命化総合計画作成の手引き（ごみ焼却施設編・
し尿処理施設・汚泥再生処理センター編）（平成 27 年３月改訂）に示されている施設の
耐用年数、財政状況、社会情勢等を踏まえた上で、施設ごとに検討する。 

ごみの減量の推進、公共下水道の普及や人口減少・少子高齢化社会により、ごみの排出
量やし尿・浄化槽汚泥収集量の減少が予測される中、中長期的な視野に立った清掃施設
（ごみ処理施設）の整備、長寿命化や統廃合を実施していく。
なお、施設更新時には費用の平準化を図るために、最適な更新手段を検討する。
また、定期的に機能検査を実施し、その結果等に基づく修繕等を計画的に行うことで
施設の能力を維持する。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 参合館 西町 現状維持
２ 若宮立体駐車場 若宮町 現状維持
３ 喜多町駐車場 喜多町 現状維持
４ ギャザパーキング 喜多町 現状維持
５ コモ・スクエア ウェスト 喜多町 現状維持
６ コモ・スクエア イースト 喜多町 現状維持
７ 新豊田駅駐車場 若宮町 現状維持
８ KiTARAパーキング 喜多町 現状維持
９ 宮町第２駐車場 足助町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 有料駐車場

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら計
画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 駐輪場

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
1 昭和町駐輪場 昭和町 現状維持
2 新豊田駅駐輪場 小坂本町 現状維持
3 土橋駅北駐輪場 土橋町 現状維持
4 豊田市駅東駐輪場 喜多町 現状維持
5 猿投駅西駐輪場 井上町 現状維持
6 平戸橋駅駐輪場 平戸橋町 現状維持
7 西町駐輪場 西町 現状維持
8 上挙母駅南駐輪場 金谷町 現状維持
9 上挙母駅北駐輪場 金谷町 現状維持
10 土橋駅南第１駐輪場 曙町 現状維持
11 竹村駅駐輪場 竹町 現状維持
12 若林駅駐輪場 若林東町 現状維持
13 浄水駅南駐輪場 浄水町 現状維持
14 上豊田駅西駐輪場 上原町 現状維持
15 八草駅駐輪場 八草町 現状維持
16 保見駅駐輪場 保見町 現状維持
17 貝津駅駐輪場 貝津町 現状維持
18 新上挙母駅南駐輪場 司町 現状維持
19 三河豊田駅北駐輪場 山之手 現状維持
20 末野原駅駅前広場駐輪場 豊栄町 現状維持
21 末野原駅西駐輪場 豊栄町 現状維持
22 三河豊田駅南駐輪場 トヨタ町 現状維持

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、多くの市民が日常的に利用しており、常に安全な状態で利用できるよう、
維持管理を行う必要がある。なお、対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診
断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 旧図書館文化財倉庫 陣中町 現状維持
２ 保見文化財倉庫 東保見町 現状維持
３ 足助資料館大河原分館 大河原町 現状維持
４ 稲武文化財倉庫 稲武町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 文化財収蔵庫

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果を踏まえ、財政負担の平準
化等も考慮しながら、計画的に行うものとする
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 地区防災倉庫（挙母地区） 小坂町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 防災倉庫

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

対策の実施にあたっては、施設の劣化状況や点検・診断結果を踏まえ、財政負担の
平準化等も考慮しながら、計画的に行うものとする。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 矢作川豊田防災ステーション 森町 現状維持
２ 日之出水防倉庫 日之出町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 水防倉庫

原則、目標使用年数は 57年以上とする。
ただし、劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、機能上支障が無いものについては使用
の継続についても検討を行う。

水防倉庫は、自然災害（風水害）発生時に使用する資機材を保管する施設であり、災害
時には重要な役割を果たす施設である。 
機能を十分に発揮できるように必要な面積を検討し、適切なスペースを確保するとと

もに、劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら、計画
的な施設の維持保全が必要である。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 総合書庫 神田町 現状維持
2 松平支所倉庫 九久平町 現状維持
3 朝日ケ丘自転車等保管所 朝日ケ丘 現状維持
4 岩倉倉庫 岩倉町 現状維持

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 倉庫等

原則、目標使用年数は 57年以上とする。 

施設の劣化状況や点検・診断結果等を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら、計
画的に維持管理を行う。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 豊田市美術館 小坂本町 現状維持

２
豊田市総合体育館
（スカイホール豊田）

八幡町 大規模修繕

３ 市民文化会館 小坂町 大規模修繕
４ 豊田市古瀬間聖苑 古瀬間町 大規模修繕
５ 豊田産業文化センター 小坂町 大規模修繕
６ 公設卸売市場 高崎町 大規模修繕
７ 豊田地域医療センター 西山町 施設更新
８ 豊田スタジアム 千石町 大規模改修

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 大規模拠点施設

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

当該施設は、広域都市施設として市内外からの利用者が利用する施設であることから、
計画的な施設の維持保全による施設利用への影響を最小限に留めるため、各施設の老朽
化状況や主要設備の耐用年数に応じ対策を実施することを基本とし、かつ１施設の工事
時期を集約し行うものとする。
対策等については、計画期間内における財政負担等の平準化、今後の施設利用計画等
を踏まえ、予防保全型の設備等で耐用年数が到来する施設から優先的に実施する。
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【総括表】

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

施設名 所在地 基本的な方針 摘要
１ 旧藤沢小学校 藤沢町 現状維持
２ 視聴覚ライブラリー 挙母町 現状維持
３ 築羽小学校 旭八幡町 現状維持
４ 旧教職員足助住宅 足助町 現状維持
５ 稲武支所別館 稲武町 現状維持
６ 整備室 渡刈町 現状維持
７ 逢妻ふれあい子ども館 新町 現状維持
８ 豊田商工会議所上郷支所 上郷町 現状維持
９ 足助商工会館 足助町 現状維持
10 ものづくり創造拠 SENTAN 挙母町 現状維持
11 シルバー人材センター足助支所 足助町 現状維持 今朝平住宅と同一棟
12 旧教職員下山越田和住宅 大沼町 現状維持
13 参州楼 足助町 現状維持
14 旧教職員稲武乳母ケ入住宅 黒田町 現状維持
15 国産材展示用住宅 足助町 現状維持
16 商工会議所高岡支所 若林西町 現状維持
17 稲武ふれあい子ども館 稲武町 現状維持
18 旧あゆみ保育園 喜多町 現状維持
19 低炭素社会モデル地区 元城町 現状維持
20 豊田市音楽練習場 陣中町 現状維持
21 緑の村住宅 桑田和町 現状維持

22 旧教職員青木住宅 青木町 用途転用
未利用施設を市営住宅とし
て活用

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

用途 その他建築物

原則、目標使用年数は 57年以上とする。

各施設の状況に応じて、費用対効果を踏まえた対策とする。 
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【総括表】 

１ 対象施設
  本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

〇グラウンド（40施設） 

施設名 所在地 施設名 所在地
１ 井上公園 井上町 21 豊田市五ケ丘運動広場 五ケ丘
２ 御立公園 御立町 22 豊田市河合池運動広場 河合町
3 川田公園 川田町 23 豊田市古瀬間運動広場 古瀬間町
4 川端公園 川端町 24 豊田市末野原運動広場 豊栄町
5 越戸公園 越戸町 25 豊田市東山運動広場 宝来町
6 猿投公園（多目的広場） 高町 26 豊田市保見運動広場 保見ケ丘
7 猿投公園（ソフトボール場） 高町 27 豊田市松平運動広場 大内町
8 猿投公園（野球場） 高町 28 豊田市若園運動広場 吉原町
9 白浜公園 白浜町 29 豊田市棒の手ふれあい広場 猿投町
10 新生公園 新生町 30 豊田地域文化広場 西田町
11 高岡公園（多目的広場） 中田町 31 豊田市足助グラウンド 足助町
12 高岡公園（サッカー場） 中田町 32 足助農山村広場 大蔵町
13 土橋公園 土橋町 33 稲式夏焼グラウンド 夏焼町
14 毘森公園 小坂町 34 緑の公園 市場町
15 平井公園 平井町 35 上郷公園 上郷町
16 平山公園 平山町 36 下山運動場 大沼町
17 柳川瀬公園（専用野球場） 畝部東町 37 豊田市高岡運動広場 高岡町
18 柳川瀬公園（多目的広場） 畝部東町 38 豊田市藤岡山村広場 白川町
19 豊田市逢妻運動広場 西新町 39 豊田市藤岡総合グラウンド 木瀬町
20 豊田市石野運動広場 東広瀬町 40 豊田市藤岡運動広場 折平町

〇天然芝グラウンド（5施設） 

施設名 所在地 施設名 所在地
１ 川田公園 川田町 4 中央公園 千石町
２ 猿投公園（球技場) 高町 5 豊田市五ケ丘運動広場 五ケ丘
3 猿投公園（陸上競技場) 高町

〇人工芝グラウンド（1施設） 

施設名 所在地 施設名 所在地
1 柳川瀬公園 畝部東町

用途 屋外スポーツ施設
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〇テニスコート（24施設） 

施設名 所在地 施設名 所在地
１ 荒井公園 荒井町 13 豊田市教職員会館テニスコート 保見町
２ 井上公園 井上町 14 矢作川島崎公園 島崎町
3 土橋公園 土橋町 15 豊田市棒の手ふれあい広場 猿投町
4 毘森公園 小坂町 16 豊田市平戸橋いこいの広場 平戸橋町
5 平井公園 平井町 17 豊田地域文化広場 西田町
6 丸山公園 丸山町 18 豊田市足助テニスコート 足助町
7 柳川瀬公園 畝部東町 19 緑の公園 市場町
8 豊田市高岡公園体育館 中田町 20 下山運動場 大沼町
9 豊田市岩倉運動広場 岩倉町 21 豊田市高岡運動広場 高岡町
10 豊田市高橋運動広場 高橋町 22 加茂川公園 東山町
11 豊田市東山運動広場 宝来町 23 豊田市藤岡山村広場 白川町
12 豊田市保見運動広場 保見ケ丘 24 豊田市藤岡テニスコート 藤岡飯野町

〇ゲートボール場（2施設） 

施設名 所在地 施設名 所在地
1 白浜公園 白浜町 2 豊田市棒の手ふれあい広場 猿投町

〇相撲場（1施設） 

施設名 所在地 施設名 所在地
1 毘森公園 小坂町

〇学校グラウンド夜間照明（２９施設） 

施設名 所在地 施設名 所在地
１ 豊田市立逢妻中学校 新町 16 豊田市立追分小学校 近岡町
２ 豊田市立益富中学校 志賀町 17 豊田市立大蔵小学校 大蔵町
3 豊田市立猿投台中学校 青木町 18 豊田市立佐切小学校 上脇町
4 豊田市立高橋中学校 高橋町 19 豊田市立新盛小学校 新盛町
5 豊田市立若園中学校 花園町 20 豊田市立則定小学校 則定町
6 豊田市立上郷中学校 上郷町 21 豊田市立萩野小学校 桑田和町
7 豊田市立崇化館中学校 栄町 22 豊田市立冷田小学校 四ツ松町
8 豊田市立朝日丘中学校 朝日ケ丘 23 豊田市立御蔵小学校 御蔵町
9 豊田市立梅坪台中学校 西山町 24 豊田市立明和小学校 平沢町
10 豊田市立美里中学校 美里 25 豊田市立稲武小学校 稲武町
11 豊田市立豊南中学校 水源町 26 豊田市立稲武中学校 桑原町
12 豊田市立竜神中学校 竜神町 27 豊田市立巴ケ丘小学校 大桑町
13 豊田市立小渡小学校 下切町 28 豊田市立花山小学校 下山田代町
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14 豊田市立敷島小学校 杉本町 29 豊田市立藤岡南中学校 西中山町
15 豊田市立足助小学校 足助町

〇学校テニスコート夜間照明（5施設） 

施設名 所在地 施設名 所在地
１ 豊田市立井郷中学校 井上町 4 豊田市立梅坪台中学校 西山町
２ 豊田市立若園中学校 花園町 5 豊田市立美里中学校 美里
3 豊田市立朝日丘中学校 朝日ケ丘

〇マレットゴルフ管理棟（2施設） 

施設名 所在地 施設名 所在地
１ 豊田市河合池運動広場 河合町 2 豊田市保見マレットゴルフ場 広幡町

２ 計画期間
 2021 年度から 2026 年度までの 6年間とする。

３ 目標使用年数

４ 対策の優先順位の考え方

一律の目標使用年数は設けず、施設ごとの状況を踏まえて判断する。

当該施設は、幅広い年齢層の市民が日常的にスポーツを楽しむ施設であり、ふれあい
の場としても幅広く活用される機能を有している。今後も、この機能を引き続き維持す
ることを基本とする。 
建築物のような統一的な更新時期等の考え方はないため、施設ごとの劣化状況や点検・
診断結果など個別の状況を踏まえ、財政負担の平準化等も考慮しながら施設の維持保全
を進めていくことが重要である。 
上記の例外として、猿投公園陸上競技場のトラック面及び柳川瀬公園サッカー場の人
工芝については、更新に多くの費用を要することから計画的に対応していく。 
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７ 計画の推進 

本計画の推進体制やフォローアップについては、「豊田市公共施設等総合管理計画」
の「第５章 計画の推進」に準ずる。 



105 

巻末資料２・用語集（50 音順） 

用語 定義 

アセットマネジメント
施設の持続可能な管理、運営を実現するために、中長期的な視点
に立ち、施設のライフサイクル全体にわたって効果的かつ効率的
に施設を管理・運営する体系化された実践活動のこと。

維持管理
施設、設備、構造物等の機能の維持のために必要となる点検・調 
査、補修などのこと。 
※この計画でいう維持管理には、施設の運用（電気代や人件費等）
は含まない。 

改修 劣化した施設の性能・機能を、社会変化等により新たに求められ
ることとなった水準まで（建設当初の水準以上に）改善すること。

改築 
既存の施設の老朽化などにより、施設の全部又は一部の再建設・
取り換えを行うこと。
※「修繕」に該当するものを除く。 

機能の集約化 既存の同じ機能の施設を統合し、一体の施設として整備すること。こと。

機能の複合化 既存の異なる機能の施設を統合し、これらの施設の機能を有した
複合施設を整備すること。 

近代化遺産 幕末から第２次世界大戦期までの間に建設され、我が国の近代化
に貢献した産業、交通、土木に係る建造物のこと。 

更新 劣化した部位・部材・機器等を新しいものに取り替えること。
また、施設そのものを建て替えること。 

公共用財産 公有財産のうちの行政財産に該当するものであって、住民の一般
的な共同利用に供することを目的とする財産のこと。

公用財産 公有財産のうちの行政財産に該当するものであって、自治体（市）
の使用に供する財産のこと。 

シェッド 雪崩や落石、土砂崩れから道路や線路を守るために作られた、ト
ンネルに類似の形状の防護用の建造物のこと。 

修繕 劣化した施設の性能・機能を、建設当初の水準まで回復すること。
広義には、補修及び改修も含む。 

ストックマネジメント
公共施設等の点検等に基づく機能保全対策の実施を通じて、既存 
施設の有効活用や長寿命化を図り、ライフサイクルコストの最適
化を図るための技術体系及び管理手法の総称のこと。
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用語 定義 

長寿命化 施設の構造部分（建物の場合は躯体）が健全である限り、適切な
維持・保全によって、寿命を永らえさせること。 

トータルコスト 中長期にわたる一定期間に要する公共施設等の建設、維持管理、
更新等に係る経費の合計のこと。

普通建設事業費 地方財政の経費分類における投資的経費のうち、災害復旧事業、
失業対策事業を除いた事業に係る経費のこと。 

補修 劣化した施設の性能・機能を、利用に支障のない程度まで回復す
ること。 

予防保全 損傷が軽微な早期段階に予防的な修繕等を実施することで、機能
の保持・回復を図る管理手法のこと。

ユニバーサルデザイン
年齢、性別、国籍、身体の状況などに関係なく、はじめから誰も
が利用しやすいように、まちや建物、製品、環境、サービスなど
をつくろうとする考え方 

ライフサイクルコスト 施設の新築から取壊しまでの全期間に要する経費（企画、設計、
施工、維持管理、修繕、廃棄コスト等）の合計のこと。
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